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Ⅰ 大学の現況及び特徴 

１ 現況  

（１）大学名  横浜市立大学 

（２）所在地  神奈川県横浜市 

（３）学部等の構成 

   学部：国際総合科学部、医学部 

   研究科：都市社会文化研究科、国際マネジメント

研究科、生命ナノシステム科学研究科、

生命医科学研究科、医学研究科 

   附置研究所：木原生物学研究所、先端医科学研究

センター 

   関連施設：学術情報センター、附属病院，附属市

民総合医療センター 

（４）学生数及び教員数（平成27年５月１日現在） 

 学生数：学部 4,155人、大学院 734人 

   専任教員数：366人 

   助手数：0人 

 

２ 特徴 

 本学は、昭和 24 年に横浜市立横浜商業専門学校（Y

専）を前身とする横浜市立大学商学部として発足し、昭

和 27 年には横浜医科大学を前身とした医学部、及び文

理学部が設置された。その後、大学院や看護短期大学部

の設置など教育研究組織の拡大充実に努めてきた。そし

て、平成 17 年には公立大学法人化及び教育プログラム

に係る大学改革を遂行し、現在は公立大学法人横浜市立

大学が運営する２学部、５研究科からなる総合大学とな

っている。 

大学の校舎等の施設として、金沢八景キャンパス、福

浦キャンパス・附属病院，鶴見キャンパス及び舞岡キャ

ンパス・木原生物学研究所の４キャンパスに加え、附属

市民総合医療センターを設置している。 

 本学は、法人化に際し、「市が有する意義ある大学と

して、市民が誇りうる、市民に貢献する大学となること、

更には、発展する国際都市・横浜とともに歩み、教育に

重点を置き、幅広い教養と高い専門的能力の育成を目指

す実践的な国際教養大学となること」を目標に定め、こ

の目標を達成するため、「教育重視・学生中心・地域貢

献」を基本方針としている。 

 教育研究面の特徴としては、次の点が挙げられる。 

①実践的な教養教育として、全学生が共通で履修する

「共通教養科目」を中心とした学士課程教育体系を構築

している。「共通教養科目」は、自ら課題を見つけ探求

する姿勢と様々な問題に対して解決する能力を備えるこ

とを目標としている。 

②英語の実践力養成のため、共通教養科目の中核に

「Practical English」(PE)を置き、国際的な英語力の

尺度である TOEFL500 点相当の取得を PE の単位取得の要

件としている。また、留学レベルの英語力到達を目指す

学 生 の た め に 、 「 Advanced Practical English 」

（APE）という科目群を設置している。 

③国際総合科学部は、一学部に人文科学・社会科学・自

然科学の３分野を配置し、領域横断的で実践的な教養教

育を行う４学系 12 コースで編成されている。 

④医学部医学科では、文部科学省が定める医学教育モデ

ル・コア・カリキュラムに則したカリキュラムを実施し

ている他、医療安全、倫理教育に力を入れている。その

他、リサーチマインド（探究心）を持つ優れた臨床医・

医学研究者養成のため、４年次に約 3 か月間の教室配属

プログラムを実施している。 

⑤医学部看護学科では充実した実習室での演習実施に加

え、学生が自身の看護実践能力向上に向けた学習の軌跡

がわかるようにポートフォリオを用いた指導を行ってい

る。 

⑥理化学研究所等国内の研究機関と連携大学院を組織し

ている他、MD アンダーソンがんセンターなどの協定研

究機関もあり、高度な教育研究体制を構築している。特

に、鶴見キャンパスにある生命医科学研究科生命医科学

専攻は、理化学研究所横浜事業所と隣接し、最先端の研

究環境を有している。 

⑦大学院では、「長期履修制度」を導入し、医学研究科

は附属２病院の後期研修制度との乗り入れが可能である。 

⑧主にアジアの各都市が抱える課題の解決を目指す大学

間ネットワークである「アカデミックコンソーシアム事

業」を推進する体制として、グローバル都市協力研究セ

ンターを設置し、教育研究活動の国際化を推進している。

海外拠点として、カリフォルニアオフィスを設置してい

る。 

⑨文部科学省「理数学生育成支援事業」に申請し、

「YCU 型高大院一貫科学者養成プログラム」が採択され、

次世代を担う研究者、技術者育成を目指し、組織的・継



横浜市立大学 

- 2 - 

続的な学部大学院５年一貫教育プログラムを構築してい

る。また、文部科学省「地（知）の拠点整備事業（大学

COC 事業）」により、横浜市との連携による超高齢社会

の課題解決・環境問題への取組、健康都市づくりを目指

すとともに、厚生労働省「難病・がん等の疾患分野の医

療の実用化研究事業」、JST「再生医療実現拠点ネット

ワークプログラム」への採択により、希少難病の病態解

明と治療法開発、iPS 細胞からヒト代謝性臓器（肝臓）

を製造可能な研究開発拠点の実現を目指す。 

⑩木原生物学研究所では、コムギ・トウガラシの遺伝資 

源約６千種を所有している優位性を活かした研究を推進

している。 
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Ⅱ 目的 

 

大学の目的 

 本学の目的は、学則の第１条に「発展する国際都市・横浜とともに歩み、教育に重点を置き、幅広い教養と高

い専門的能力の育成を目指す実践的な国際教養大学として、教養教育と専門教育を有機的に結び付け、国際都市

横浜にふさわしい国際性、創造性、倫理観を持った人材を育てるとともに、教育・研究・運営が、市民・横浜市

・市内産業界及び医療の分野をはじめとする多様な市民社会の要請に迅速に応えること」と定められている。ま

た、第２期中期目標において、大学の基本的な目標として「知識基盤社会の進展の中で、横浜市が有する大学と

して、発展する国際都市・横浜とともに歩み、大学の国際化を進め、グローバルな視野をもって活躍できる人材

を育成すること。また、研究成果や知的財産を活用して、横浜市を始めとした大都市の抱える課題、横浜市民の

生活に密着した課題等に対して積極的に取り組むこと。」と定められているとともに、目標の実現に向けて

「『教育重視・学生中心・地域貢献』という基本方針のもと、大学の自主的・自律的な運営と更なる発展を目指

し、第１期中期目標期間中に整備した組織・体制の強化と、教育研究を一層活発に進めること」と定められてい

る。 

 

大学の教育に関する目標 

 上記の基本的目標に基づき、教育に関する目標を以下のとおり定めている。 

 (1) 全学的な目標 

教育の質の保証・向上を目指すため、明確な入学者受入方針（アドミッションポリシー）、人材育成目標・学位

授与方針（ディプロマポリシー）及びその目標達成のための教育課程の編成・実施の方針（カリキュラムポリシ

ー）を示し、それに沿って大学を運営する。 

また、幅広い教養と専門能力を兼ね備え、我が国のみならず世界の第一線で活躍できる人材及び横浜市が有する

大学として、横浜市を始めとした大都市の抱える課題、横浜市民の生活に密着した課題等の解決に取り組むこと

のできる人材を育成する。これらを実現するため、教育研究内容の充実を図るとともに、教育環境の整備を更に

推進する。 

(2) 学部教育に関する目標 

（共通教養教育） 

自ら課題を見つけ探求する姿勢と、様々な問題を解決する能力を備え、国際社会で活躍できる基礎となる幅広い

教養と豊かな人間性・倫理観を養うことを目指し、共通教養教育を充実させる。 

（国際総合科学部） 

共通教養教育と専門教養教育を連携させた「実践的な高度教養教育」を実施し、幅広く高度な教養を身に付け、

かつそれを人文科学、社会科学、自然科学のさまざまな分野において総合し、国際的視野に立って、実践的に応

用できる資質をもった人材を育成することを目的とする。 

（医学部） 

 学問の府として広く医学・看護学及び医療の知識と技術を授け、より高度な学識・倫理観と実践能力を培うこ

とによって、地域社会及び国際社会において活躍・貢献することのできる人材を育成するとともに創造的研究を

遂行し、社会の発展と人類の福祉に寄与することを目的とする。 

(3) 大学院教育に関する目標 

（大学院共通） 

 社会のニーズに対応できる柔軟な体制を構築し、既存の枠組みを超えた領域横断的な教育研究を推進する。 
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（都市社会文化研究科，国際マネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科及び生命医科学研究科） 

自然科学の飛躍的な発展や、国際化による社会・経済活動の変化を受け、新たな学問領域の構築と実践的な研究

を行うために実施した大学院再編の趣旨を踏まえ、大学院と学部の間に一貫性のある教育を実施する。 

 また、横浜市を始めとした大都市の抱える課題を実践的に研究し、高い実務能力を持つ専門家や、生命科学の

進展に寄与し、理系と医系の分野の融合により医療の基盤を支える人材を育成するとともに、高度の学術研究を

行い、その成果を地域社会、更に世界に発信できる人材を育成する。 

（医学研究科） 

 生命科学の基礎に立脚して先端的な医療を支える高度の専門的職業人を育成する。また、高度の学術研究を行

い、その成果を地域社会、更に世界に発信できる人材を育成する。 

(4) 学生支援に関する目標 

学生の学習成果の最大化を図るため、学習環境の整備、キャリア開発支援、経済的支援、学生の地域貢献活動の

支援等を充実させる。 

(5) 国際化に関する目標 

 国際社会に開かれた大学として、海外の大学及び国際機関との連携を強化し、相互交流を積極的に進めるとと

もに、市内・学内における多文化共生に関する取組を推進し、グローバルな視野をもって活躍できる人材を育成

する。また、横浜市の国際政策と連携して、国際都市・横浜の魅力づくりに貢献する。 
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Ⅲ 選択評価事項Ａ 研究活動の状況 

 

１ 選択評価事項Ａ 「研究活動の状況」に係る目的 

 

（１）横浜市立大学の理念及び大学の研究活動の位置付け 

本学の基本理念（YCU ミッション）は「国際都市横浜における知識基盤社会の都市社会インフラとして、特に教育研究・医療の拠

点機能を担うことをその使命とし、社会の発展に寄与する市民の誇りとなる大学を目指す」である。横浜市は市町村の中で最大の人

口を擁し、国内有数の港湾都市であるが、本学は国際的大都市である横浜市が設置する公立大学として、様々な課題を解決するため

の「知の拠点」としての役割を期待されている。 

この YCU ミッションのもと、本学においては「教育重視」・「学生中心」・「地域貢献」の３つを基本方針として教育研究に取り組ん

でいるが、横浜市を始めとした「都市」が抱える課題の解決に取り組んでいける人材の育成、生命医科学の分野における世界的レベ

ルの研究拠点となることを具体的な方向性として掲げ、本学の責務として研究活動を位置付けている。 

 

（２）研究活動に関する目標 

横浜市立大学は、真理の探究を通じた知の創造・継承と、人材の育成を通じて、地域社会及び広く人類の発展に貢献することを目

標としている。この目標達成に際して、横浜市立大学は、研究が社会に及ぼす大きな影響を深く自覚し、横浜市立大学研究ポリシー

を以下のとおり定めている。 

 

1 研究の理念 

(1) 横浜市立大学は、創造的かつ独創的な研究を重視し、真理の探究と知を創造しようとする自主的な研究活動を尊重します。 

(2) 横浜市立大学は、研究活動を自ら点検し、これを社会に開示し説明するとともに、社会との建設的な対話を築くよう努めます。 

2 研究成果の社会還元 

(1) 横浜市立大学は、研究活動を通じて社会・経済の多様な要請に応え、文化の創造と潤いのある豊かな社会の実現を目指して、

国際都市・横浜の発展に貢献します。 

(2) 横浜市立大学は、教育を通じて研究成果を社会に還元するため、最先端の研究成果を教育に活かすとともに、これによって次

の世代の研究者を育成します。 

(3) 横浜市立大学は、研究成果を社会還元するため、学術の体系化と継承を尊重しつつ学問分野の発展を図ると同時に、基礎研究

と応用研究との相互の緊密な連携を促進します。 

3 研究の連携 

(1) 横浜市立大学は、研究の連携を大学や国境を超えて発展させ、活発な情報発信や人的交流、諸研究機関や産業界との連携に努

め、世界レベルの研究拠点となることを目指します。 

(2) 横浜市立大学は、社会・経済の様々な変化に対応できるように「学術院」を設置し、柔軟な組織の構築と組織及び個人の多様

な関わりを通じた学際的な研究を促進します。 

4 研究の倫理 

(1) 横浜市立大学は、科学が自然環境と人類の生存とに重大な影響を与えることを常に考え、自らの良心と良識とにしたがって、

社会の信頼に応え得る研究活動の遂行に努めます。 

(2) 横浜市立大学は、研究活動を支援するため、研究により生じた知的財産を有効活用するとともに、産学連携によって生じる可

能性のある教職員の利益相反を回避することに万全を期します。 

(3) 横浜市立大学は、教職員と学生などの本学構成員に対し、本ポリシーの内容の理解と遵守を求めます。 
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２ 選択評価事項Ａ 「研究活動の状況」の自己評価 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点Ａ－１－①： 研究の実施体制及び支援・推進体制が適切に整備され、機能しているか。 

 

【観点に係る状況】 

研究の実施体制及び支援・推進体制に関し、本学では、中期目標（資料Ａ-１-①-１）に「研究水準及び研

究成果等に関する目標」「研究実施体制等の整備に関する目標」「地域貢献に関する目標」の３つの方針を掲げ、

研究成果や知的財産を活用して横浜市を始めとした大都市の抱える課題、横浜市民の生活に密着した課題等に

対して戦略的に取り組んでいる。 

 

ア 研究水準及び研究成果等に関する目標 

（ア）「産学連携推進本部」（資料Ａ-１-①-２）に研究戦略委員会（資料Ａ-１-①-３）、知財戦略委員会（資料

Ａ-１-①-４）及び産学連携戦略委員会（資料Ａ-１-①-５）の３つの委員会を設置し、研究、知財権獲得、

研究成果の社会還元等を推進しているほか、研究者への更なる支援の充実および外部研究費の獲得拡大を

図るため、平成26年度から文部科学省が推進している「URA（ユニバーシティ・リサーチ・アドミニスト

レーター）」システムを整備し、機能強化を進めている。URAシステムは、迅速な国からの情報収集、デー

タに基づく研究者支援、若手研究者の育成、先端分野の加速化を行うことを目的としている。産学連携推

進本部の事務局については、研究推進センターである研究推進課（金沢八景キャンパス）が、URA システ

ムについては先端医科学研究課（福浦キャンパス）が担っている。（資料Ａ-１-①-６～７） 

（イ）学術院は、横浜市立大学の全ての専任教員が所属し、全学的な視点から、領域横断的な研究や、新たな

課題に対し、臨機応変に対応していくための組織として、平成 23年４月に設置した。学部、研究科、附属

病院等は、教員を配置し、教育・診療、一定の目的をもった研究等を行う実施組織とし、それぞれの機能、

役割を明確にした。 

（ウ）本学の附置研究所である「先端医科学研究センター」では、「がん」や「生活習慣病」などの疾患克服に

向けて、基礎的研究を推進し、その成果を少しでも早く診療の場や市民の方々に還元する「橋渡し研究（ト

ランスレーショナルリサーチ）」体制の構築を目指している。（資料Ａ-１-①-８） 

また、先端医科学研究センターでは活発な研究活動が行われており、この体制が機能していることは、

本学のホームページの研究成果情報をはじめ、「YCU リサーチ（横浜市立大学の研究概要）」、「先端医科学

研究センター活動報告2013‐2014」、「横浜市立大学の地域貢献」等のリーフレット等により公開している

研究成果から確認することができる。（資料Ａ-１-①-９） 

（エ）木原生物学研究所では、ゲノムという考え方を提唱した故木原均先生の研究の考え方を継承し、研究所

が所有するコムギ・トウガラシの遺伝資源を活用した研究を理化学研究所、企業、他大学と連携して推進

している。また、研究成果を通じて広く社会貢献することを目指している。 

(オ)本学に勤務する教員が、専門分野に関する研究に専念する期間を取得できる制度として、特別研究期間(サ

バティカル)制度を設けている。６か月から１年の間、本学に勤務する教員の学内における職務の全部又は

一部を免除し、自らの研究に専念し、教育の向上及び研究の推進を目的としている。 

平成23年度からの試行実施を経て、平成 25年度に本格実施となった。現在までに、５名の教員が本制

度を利用し、国内及び海外での研究を行っており、３名が次年度以降の制度取得予定者となっている。 
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イ 研究実施体制等の整備に関する目標 

トランスレーショナル研究体制の更なる充実を目指して、先端医科学研究センターの施設整備（増築）を

進めている。当センターは平成24年12月に研究棟が竣工し、平成 25年４月に本格稼働したが、平成27年

度中に増築棟の完成を予定している。施設整備（増築）することにより、次の（ア）～（エ）が拡充する。 

また、平成26年10月から、先端医科学研究センターに専任教員を３名（トランスレーショナルリサーチ分野、

バイオインフォマティクス分野、プロテオミクス分野）配置した。 

（ア）疾患モデル動物などの実験及びモデル動物の解析を行う「疾患モデル解析センター」の拡充 

（イ）ヒト臓器の作成等に必要な細胞培養や、機能解析のための移植操作等を行う「セローム解析センター」

の拡充 

（ウ）当センターの柱の一つである難治性疾患の原因遺伝子の解明を目的とした「ゲノム解析センター」の拡

充 

（エ）タンパク質関連研究や再生医療研究をはじめとした学内で活発に進められている産学共同研究を支援す

るスペースの拡充 

 

ウ 地域貢献に関する目標 

（ア）本学教員の研究成果を市民生活の向上や経済の活性化、産業の振興に役立てるため、企業と包括的基本

協定を締結し（資料Ａ-１-①-10）、組織的に各連携先との人材交流、研究交流、技術指導、講座の開催、

学生のインターンシップ等、様々な連携活動に取り組んでいる。（別添資料Ａ-１-①-①）また、横浜市で

推進している横浜医工連携プロジェクトと連携した医療機器開発プロジェクトを進め、産学官連携による

製品化を目指している。（資料Ａ-１-①-11） 

（イ）学内資源と学外ニーズのマッチングをコーディネートする「地域貢献センター」を平成 21年４月に設置

し、地域が求めている人材の育成、研究成果・知的資源の社会への還元等による地域貢献を積極的に進め

ている。（資料Ａ-１-①-９）また、平成25年度には、文部科学省の「地（知）の拠点整備事業（大学 COC

事業）」に採択され、横浜市が進める環境未来都市の実現のための様々な取組と連携した人材開発教育、

地域貢献活動を主軸とした事業を展開している。（別添資料Ａ-１-①-②）地域におけるコーディネート機

能及びワンストップサービスを強化し、市や民間企業、ＮＰＯ等のニーズをより広く捉え、一元的に対応

できる体制を整えるため、地域貢献センターの機能強化を推進している。（資料Ａ-１-①-12） 

 

エ その他 

（ア）教員海外出張補助事業として、国際会議への参加や国際学会での口頭発表、研究調査等を目的とした海

外出張のうち、特に重要であると認められたものに対し、学内で経費の一部を助成している。特に、若手

研究者が活用することで、海外における研究活動の促進に繋がっている。 

（イ）学術院研究交流セミナーを開催し、学内の研究交流を促進する目的で定期的（月１回）に教員の研究発

表を行っている（資料Ａ-１-①-９）。観点Ａ－１－②で記す「戦略的研究推進費（学長裁量事業）」によ

る研究報告も、この学術院研究交流セミナーで行い、学内に広く周知している。 

（ウ）博士後期課程研究推進協力制度（RA制度）として、①若手研究者の研究遂行能力の向上②本学における

研究活動の効果的促進③研究体制の充実等を目的として、学生の研究課題を含む学術研究業務に従事させ

ている。大学院生がこの制度を活用することで、研究課題の推進加速をはじめ、モチベーションの向上、
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後輩への熱心な指導が促進されている。 

 

資料Ａ-１-①-１ 公立大学法人横浜市立大学中期目標（抜粋） 

第３ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 研究の推進に関する目標 

(1) 研究水準及び研究成果等に関する目標 

（研究水準及び研究成果） 

基礎研究及び国際社会や地域社会の要請に応えた研究を着実に進めるとともに、国家プロジェクト及び外部研

究資金の獲得拡大を図り、地球規模の課題の解決や科学技術水準の向上につながる学術研究を推進する。 

また、研究成果を教育へ反映し、知的財産の活用等を通じた地域貢献・社会貢献を果たす。 

（先端医科学研究センター） 

先端医科学研究センターを中心として、基礎医学で得られた優れた成果を臨床現場で実践できる医療技術に橋

渡ししていくための研究を行い、高度かつ先進的な医療の提供に寄与する。 

（重粒子線がん治療施設への支援） 

神奈川県が県立がんセンターに整備する重粒子線がん治療施設に対する支援を行う。 

(2) 研究実施体制等の整備に関する目標 

既存の枠組みを超えた領域横断的な教育研究を推進するため、社会のニーズに対応できる柔軟な体制を構築す

る。 

また、研究成果や外部研究費の獲得実績を踏まえて、先端医科学研究センターの施設を整備する。 

第４ 地域貢献に関する目標 

 横浜市民に支えられた大学として、地域貢献を全教職員の責務とし、学部・大学院教育を通じて国際都市・横

浜の次世代を担う人材を育成するとともに、診療を通じた市民医療の向上を図る。 

また、大学の知的資源を活用した生涯学習の機会の提供、市内企業との共同・受託研究等の産学連携の推進、

多文化共生・地域経済の活性化等の都市及び身近な地域の課題の解決に資する取組の実施など、大学の研究成果

を地域に還元する。 

更に、横浜市が有する大学として、市内の他大学や横浜市と連携して、地域貢献の取組を推進する。 

 

資料Ａ-１-①-２ 公立大学法人横浜市立大学産学連携推進本部規程（抜粋） 

 （趣旨）  

第１条  この規程は、公立大学法人横浜市立大学（以下「本学」という。）産学連携推進本部（以下「推進本

部」という。）の組織 

及び運営に関して必要な事項を定めることとする。  

（目的）  

第２条 推進本部は、本学における研究の一層の活発化を図るとともに、その成果を市民生活の向上や地域経済

の振興に寄与することを目指し、本学が産学連携を推進することを目的として設置する。  

（所掌事務）  

第３条 推進本部は、産学連携を全学的に推進するため、次の各号に定める事項を審議する。  

(1) 本学の研究戦略の推進に関すること。本学の知的財産戦略の推進に関すること。  

(2) 本学の産学連携の推進に関すること。  
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(3) その他、本学の研究推進全般に関すること。  

（組織）  

第４条 推進本部は、「公立大学法人横浜市立大学合同調整会議規程」第３条に定める合同調整会議の委員をも

って組織し、次に掲げる委員により構成する。  

(1) 本部長 理事長  

(2) 副本部長 副理事長、学長、事務局長  

(3) 委員 研究推進センター長  

（会議の構成）  

第６条 推進本部は、全体会議と研究戦略委員会、知的財産戦略委員会及び産学連携戦略委員会で構成する。  

（会議の役割）  

第７条 全体会議は本部長が招集し、その議長となる。  

２ 全体会議は、推進本部全般に関することを主な審議事項とする。  

３ 各委員会は、それぞれ、研究戦略、知的財産戦略及び産学連携戦略に関する事項を審議する。  

４ 各委員会の運営等については、別途必要な事項を本部長が定める。   

 

資料Ａ-１-①-３ 公立大学法人横浜市立大学の産学連携推進本部研究戦略委員会運営規程（抜粋） 

 （委員会の設置）  

第１条 公立大学法人横浜市立大学産学連携推進本部規程第７条に基づき、本学が担う社会的使命である地域へ

の貢献を推進するため、学術院における教員の研究活動をより活発化するとともに、地域や産業界への技術移

転活動を積極的に進め、新技術の開発や地域課題の解決などを図っていくことを目的として、本学産学連携推

進本部に研究戦略委員会を設置する。  

（委員会の責務）  

第２条 委員会は次の各号に関することを審議・決定する。  

(1) 重点研究分野における研究活動の振興  

(2) 戦略的研究推進費の運営、提案課題の審査及び採択課題の決定  

(3) 基礎研究費の配分額の決定  

(4) 研究推進のための支援策の展開  

(5) その他、研究推進のための、必要な審議事項に関すること。  

（委員会の構成）  

第３条 委員会は、次に揚げる者をもって構成する。  

(1) 委員長 研究推進センター長  

(2) 副委員長 委員長が指名する者  

(3) 委員  

(4) その他委員長が必要と認める者  

 

資料Ａ-１-①-４ 公立大学法人横浜市立大学の産学連携推進本部知的財産戦略委員会運営規程（抜粋） 

（委員会の設置）  

第１条 公立大学法人横浜市立大学産学連携推進本部規程第７条に基づき、本学の知的財産に関する戦略的な取

り組みを実践し、知的財産の管理及び活用を積極的に図っていくことを目的として、本学産学連携推進本部に
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知的財産戦略委員会を設置する。 

（委員会の責務）  

第２条 委員会は次の各号に関することを審議・決定する。  

(1) 届出された発明の職務発明の認否に関すること。  

(2) 職務発明と認定したものについての法人としての出願の可否に関すること。  

(3) 国内優先権出願の可否に関すること。  

(4) 外国出願の可否に関すること。  

(5) 審査請求の可否に関すること。  

(6) 出願中の権利について維持継続の可否に関すること。  

(7) 権利化したものについて維持継続の可否に関すること。  

(8) 権利化したものについて譲渡又はライセンスの適否に関すること。  

(9) 実施補償額の査定額についての適否に関すること。  

(10) 権利侵害対策に関すること。  

(11) その他、知的財産の管理・活用する上で、必要な審議事項に関すること。 

（委員会の構成）  

第３条 委員会は、次に揚げる者をもって構成する。  

(1) 委員長 研究推進センター長  

(2) 副委員長 研究推進課長  

(3) 委員  

(4) その他委員長が必要と認める者 

 

資料Ａ-１-①-５ 公立大学法人横浜市立大学の産学連携推進本部産学連携戦略委員会運営規程（抜粋） 

（委員会の設置）  

第１条 公立大学法人横浜市立大学産学連携推進本部規程第７条に基づき、本学が担う社会的使命である地域へ

の貢献を推進するため、学術院における教員の研究活動を紹介するとともに、地域や企業との交流事業を積極

的に図り、産業界との研究協力を創出することを目的として、本学産学連携推進本部に産学連携戦略委員会を

設置する。 

（委員会の責務）  

第２条 委員会は次の各号に関することを審議・決定する。  

(1) 産業界等への研究者及び研究内容の紹介のためのPR活動の展開  

(2) 産業界等からの技術・経営相談等に関すること  

(3) 産業界等への研究者及び研究内容を紹介するためのPR媒体の作成  

(4) 研究戦略委員会及び知財戦略委員会に属しない事項  

(5) その他、産学連携のための、必要な審議事項に関すること。 

（委員会の構成）  

第３条 委員会は、次に揚げる者をもって構成する。  

(1) 委員長 研究推進センター長  

(2) 副委員長 研究推進課長  

(3) 委員  
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(4) その他委員長が必要と認める者 

 

資料Ａ-１-①-６ 公立大学法人横浜市立大学事務組織規程（抜粋） 

（研究推進課の業務） 

第７条 研究推進課の業務は、次のとおりとする。 

(1) 産学連携推進本部に関すること 

(2) 産学連携に関すること 

(3) 知的財産に関すること 

(4） 研究推進センターに関すること 

(5) 他の課の主管に属さないこと 

(6) 研究の推進に関すること 

(7) 研究協力に関すること 

(8) 研究費の受入に関すること 

(9) 研究費の執行管理（医学部、病院臨床研究を除く）に関すること 

(10) 地域貢献センターに関すること 

(11) 大学の地域貢献に関すること 

(12) 生涯学習講座の企画・運営に関すること 

(13)（木原生物学研究所の（以下（17）まで））管理、運営に関すること 

(14) 学務・教務事務の支援に関すること 

(15) 学生生活の支援に関すること 

(16) 外部機関等との研究協力に関すること 

(17）その他木原生物学研究所にかかる事務に関すること 

（福浦キャンパスにおける学務・教務部、研究推進課の事務） 

第10条 福浦キャンパスにおける学務・教務部、研究推進課に関する事務は、福浦キャンパス学務・教務課及び

先端医科学研究課が執行する。 

 

資料Ａ-１-①-７ URAシステム組織図 
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資料Ａ-１-①-８ 公立大学法人横浜市立大学先端医科学研究センター設置規程（抜粋） 

（目的及び設置）  

第１条 国民病といわれる生活習慣病、がんを初めとするさまざまな疾病の原因を解明し、新たな治療法や創薬

に結びつく研究を行い、以て市民の健康維持と地域の医療水準の向上に資するため、公立大学法人横浜市立大

学（以下「大学」という。）に先端医科学研究センター（以下「研究センター」という。）を設置する。  

（所管事項）  

第２条 研究センターは以下の業務を所管する。  

(1) 先端医科学研究の推進に関すること。  

(2) トランスレーショナルリサーチの推進に関すること。  

(3) 附属病院及び附属市民総合医療センター（以下「病院」という。）の患者から提供された組織試料、検査

試料及び患者の診療情報（以下「試料等」という。）の管理と活用に関すること。  

(4) 「横浜市立大学医学部等における研究等の倫理に関する規程」に関すること。  

(5) 福浦キャンパス内のラジオアイソトープセンター及び動物実験センター等の共同研究施設の管理に関する

こと。  

(6) その他目的達成に必要なこと。  

（研究開発部門）  

第３条 研究センターに研究開発部門を置く。  

２ 研究開発部門は、開発型医療を指向した研究開発プロジェクトの研究を行う。 

（臨床研究支援部門）  

第４条 研究センターに臨床研究支援部門を置く。  

２ 臨床研究支援部門に臨床研究データ解析室を設置し、臨床研究部門における研究の支援を行う。 

（共同研究支援部門）  

第５条 研究センターに共同研究支援部門を置く。  

２ 共同研究支援部門に次の施設を設置し、研究開発部門における研究の支援を行う。  

(1) ゲノム解析センター  

(2) プロテオーム解析センター  

(3) セローム解析センター  

(4) ヒト組織プロセシング室  

(5 )疾患モデル解析センター  

(6) イメージング室  

(7) バイオインフォマティクス解析室  

(8) 産学連携ラボ  

(9) 細胞加工室  

(10) 細胞保存室  

（バイオバンク室）  

第６条 研究センターにバイオバンク室を置く。  

（事務支援部門） 

第７条 研究センターに事務支援部門を置く。  

２ 事務支援部門は、研究センターの研究の進行管理・知的財産権の管理・産学連携等の事務支援を行う。  
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３ 事務支援部門は、産学連携ラボについて入居者の募集、入居、使用料請求、退去その他賃貸に関する業務を

行う。  

 

資料Ａ-１-①-９ 研究成果の公開状況（ウェブサイト一覧） 

大型研究プロジェクト https://www.yokohama-cu.ac.jp/info/res/project24.html 

企業等との包括基本協定 https://www.yokohama-cu.ac.jp/info/res/agreement.html 

研究費・外部研究費 https://www.yokohama-cu.ac.jp/info/res/research_fund.html 

研究成果情報 http://www.yokohama-cu.ac.jp/res/researcher/info.html 

YCUリサーチ 

（横浜市立大学の研究概要） 
http://www.yokohama-cu.ac.jp/res/index.html 

横浜市立大学の地域貢献 http://www.yokohama-cu.ac.jp/lc_center/outline/pdf/leaflet2013.pdf 

学術院研究交流セミナー http://www.yokohama-cu.ac.jp/yaa/index.html 

 

資料Ａ-１-①-10 企業等との包括的基本協定一覧 

協定先 締結日 

石川島播磨重工業株式会社 平成 15年６月25日 

蛋白質構造解析コンソーシアム 平成 16年８月４日 

横浜信用金庫 平成 16年８月４日 

日本発条株式会社 平成 16年11月12日 

独立行政法人理化学研究所横浜事業所 平成 17年11月29日 

国立大学法人横浜国立大学 平成 18年３月１日 

株式会社横浜銀行 平成 19年１月12日 

独立行政法人放射線医学総合研究所 平成 19年５月16日 

国立トウモロコシ・小麦改良センター 

（CIMMYT：Intemational Maize and Wheat Improvement Center，Mexico)  
平成 19年11月22日 

独立行政法人理化学研究所 平成 21年３月17日 

富士フィルム株式会社 平成 21年３月26日 

独立行政法人国際農林水産業研究センター 平成 21年12月３日 

横浜市水道局 平成 23年２月14日 

独立行政法人産業技術総合研究所 平成 23年４月１日 

株式会社東芝 生産技術センター 平成 23年６月１日 

かながわ信用金庫（旧三浦藤沢信用金庫） 平成 23年12月１日 

国立医薬品食品衛生研究所 平成 24年１月31日 
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資料Ａ-１-①-11 横浜医工連携プロジェクト（概要図） 

 

 

資料Ａ-１-①-12地域貢献センターにおける学内資源と学外ニーズのマッチング（概要図） 

 

 

別添資料Ａ-１-①-① 協定先との連携活動状況 

別添資料Ａ-１-①-② 横浜市立大学 平成25年度COC事業報告書 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 中期目標に研究の実施体制及び支援・推進体制に関する方針を掲げ、産学連携推進本部を中心に研究戦略等の

取組を進めている。また、先端医科学研究センターでは活発な研究活動が行われており、この体制が機能してい

ることは、本学のホームページの研究成果情報をはじめ、「YCU リサーチ（横浜市立大学の研究概要）」、「先端医
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科学研究センター活動報告2013‐2014」、「横浜市立大学の地域貢献」等のリーフレット等により公開している研

究成果から確認することができる。 

さらに、URA の機能を強化し、迅速な国からの情報収集、データに基づく研究者支援、若手研究者の育成、先

端分野の加速化を推進するとともに、先端医科学研究センターの増築による機能強化を併せて進め、更なる体制

強化に向けて取り組んでいる。 

以上のことから、本学の研究の実施体制及び支援・推進体制について、適切に整備され機能していると判断す

る。 

  

 

観点Ａ－１－②： 研究活動に関する施策が適切に定められ、実施されているか。 

 

【観点に係る状況】 

研究活動に関する施策については、本学の中期計画に「研究の充実と外部資金の獲得」を掲げ、国際社会、地

域社会の発展に寄与するため、社会のニーズに沿った研究に積極的に取り組むとともに、外部資金の獲得拡大に

向けた方策を進めている。（資料Ａ-１-②-１）具体的には主に、「戦略的研究推進費」（学長裁量事業）の措置

による研究支援、URAによる若手研究者への外部研究費獲得に向けた支援等、研究戦略を推進している。 

また、研究活動を行うにあたり、研究費の配分に関する取決め、研究費の不正使用防止や研究倫理に関する各

種規程を定め、これに基づき、適正な研究費の執行・管理の徹底、コンプライアンス教育及び研究倫理教育によ

る意識向上に努めている。 

 

ア 戦略的研究推進費（学長裁量事業）の措置による研究支援 

（ア）戦略的研究推進費とは、本学の特徴や強みを活かした研究を、より一層、戦略的に展開していくととも

に、横浜市が有する意義ある大学として優れた研究成果や知的財産を地域社会に還元し、外部研究費の獲

得拡大と研究成果の社会還元を目的とした学長裁量事業に要する経費である。短期的な目標としては「学

内における学術的な共同研究ユニットの構築」「外部研究費の獲得拡大」とし、長期的な目標としては「研

究成果の社会還元」としている。（資料Ａ-１-②-２） 

（イ）平成22年度から実施しており、学長のリーダーシップの下、本学の特徴や強みを活かした研究ユニット

の選択と集中を行っている。研究ユニットについては公募制であり、３年の研究期間を設けている。 

（ウ）第１期目である平成22年度～24年度では、「成果の見える化」を前提として、研究戦略委員会において、

本学の研究分野の強みであり、タンパク及びゲノムに関するテーマに絞り込んだ。この中で医理連携等、

学内の新たな連携を生み出した。また、第２期目である平成25年度～平成27年度では、強みを更に強化し、

選択と集中により、戦略的に発展させた公募テーマとして、「先端医科学の推進研究」「医理連携の推進

研究」「医経連携の推進研究」「グリーンイノベーション」の４点を掲げ、学内からの申請20件に対し、

審査の結果、10件を採択した。内訳については、先端医科学の推進研究で１件、医理連携の推進研究で４

件、医経連携の推進研究で１件、グリーンイノベーションで４件であり、それぞれ、研究ユニットを構築

し、学長をはじめ、学術院会議委員、研究戦略委員会委員の支援のもと、外部研究費の獲得を目指して取

組が進められている。（別添資料Ａ-１-②-①） 

 

 イ URAによる若手研究者への外部研究費獲得に向けた支援等 

   平成26年４月からURAシステムを整備し、次のとおり研究者への支援をはじめとする研究戦略・知財戦略を
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展開している。（資料Ａ-１-②-３） 

（ア）国家政策の動向等に関する情報収集及び研究者への情報提供 

（イ）本学の特徴や強みを活かした研究戦略の企画・立案 

（ウ）学内の研究者個々の強み、弱みを把握し、戦略的にアドバイスを行うための研究力情報（研究費、受賞

歴、発表論文等）データベース化の推進 

（エ）学内研究ユニット（戦略的研究推進費）への外部研究費獲得（主に大型外部研究費）に向けた支援及び

更なる研究ユニットの促進を図るためのコーディネーﾄ 

 （オ）若手研究者等への研究計画書（科学研究費助成事業等の申請書類）作成方法等に関する支援（若手研究

者の底上げの推進）（別添資料Ａ-１-②-②） 

 （カ）本学と包括連携協定を締結している公益財団法人木原記念横浜生命科学振興財団、同法人横浜企業経営

支援財団（IDEC）と連携した企業とのマッチングや知財戦略の企画・立案の推進（別添資料Ａ-１-②-③～

④） 

 

 ウ 外部研究費獲得による間接経費の活用等（インセンティブ制度） 

 （ア）研究者の更なるインセンティブを推進するため、年度当初に大学全体に４億円の間接経費の獲得が見込

めれば、総額５千万円を配分している（ただし、期間中に想定された収入額に増減が生じた場合には、そ

の増減額に合わせて配分総額を調整している）。配分については、キャンパスごとに行っており、外部研

究費間接経費の獲得率に応じて額を決定している。また、使途については、博士後期課程研究推進協力制

度（RA制度）の試行、共通利用機器の修繕、研究ユニット創設への支援等、キャンパスごとで有効活用し

ている。（別添資料Ａ-１-②-⑤） 

 （イ）特別対象経費として、総額５千万円又は間接経費１千万円以上の拠点形成に資する大型研究費を獲得し

た研究者に対し、より一層、研究の推進を図るため、必要経費を別途配分している。 

（ウ）さらに、基礎研究費について、定額基礎分のほか、付加交付分を配分している。この付加交付分につい

ては、外部研究費を獲得又は申請した研究者に対し、配分している。 

    

 エ 研究環境整備の推進 

   研究推進の継続的な基盤体制の確保、更なる研究推進を図るため、本学全体の研究環境を充実させること

が重要である。本学では、基礎研究費（研究環境整備費）や外部研究費獲得による間接経費を活用し、研究

環境の整備を進めている。しかしながら、拠点形成等を伴う国家プロジェクト等を更に推進するため、研究

環境整備に係る財源の更なる確保の必要性が生じている。（別添資料Ａ-１-②-⑥） 

 

オ 研究費の不正使用防止や研究倫理に関する取組 

  研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン及び研究活動における不正行為への対応等に関

するガイドラインの改正に伴い、本学では、「研究費不正使用防止及び研究活動の不正行為防止に関する取

扱規程」を定めている。この規程に基づき、責任体制の明確化、ルールの統一化をはじめ、学内ｅラーニン

グ等によるコンプライアンス教育及び研究倫理教育等を行うなど、研究者個々の意識向上を図るとともに、

全学的に不正の事前防止に取り組んでいる。（資料Ａ-１-②-４） 
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資料Ａ-１-②-１ 公立大学法人横浜市立大学中期計画（抜粋） 

Ⅰ－２ 研究の推進に関する取組 

１ 研究水準及び研究の成果等に関する取組 

(1) 研究の充実と外部資金の獲得 

研究の推進による真理の探究とともに、その結果としてもたらされる知的財産の創出と還元により、国際社

会、地域社会の発展に寄与するため、全教員が社会のニーズに沿った研究に積極的に取り組む。また、産業界

や学外の教育研究機関と連携した研究をさらに推進し、外部資金の獲得にも引き続き努める。 

 

資料Ａ-１-②-２ 戦略的研究推進費（学長裁量事業） 

戦略的研究推進費（学長裁量事業）各研究ユニット概要等 

http://www.yokohama-cu.ac.jp/res_pro/res_exps/strategic/index.html 

 

資料Ａ-１-②-３ URAシステムの概要 

 

 

資料Ａ-１-②-４ 研究倫理等に関する規程 

１ 医学部等における研究等の倫理に関する規程 

http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/pdf/p466ae000000o8mf.pdf 

２ ヒトゲノム・遺伝子研究倫理外部評価委員会規程 

http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/ethical/genomu_gaibu.pdf 

３ 医学研究倫理委員会委員長の専決に関する実施要領   

http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/ethical/mainlydecide.pdf 

４ 附属病院における臨床研究の倫理に関する規程   

http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/ethical/index.html 

５ 市民総合医療センターにおける臨床研究の倫理に関する規程   

http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/ethical/center_kitei.pdf 

６ 臨床研究の倫理に関する手順書   

http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/ethical/pdf/tejyunsho20140401.pdf 

７ 公立大学法人横浜市立大学知的財産ポリシー（学内専用） 

http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/ethical/igakurinrikitei130201.pdf
http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/ethical/mainlydecide.pdf
http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/ethical/pdf/fuzokurinrikei20140401.pdf
http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/ethical/urahpethical.pdf
http://www.yokohama-cu.ac.jp/amedrc/ethics/ethical/pdf/tejyunsho20140401.pdf
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http://www.yokohama-cu.ac.jp/res_pro/patent/in/kitei/k001.doc 

８ 公立大学法人横浜市立大学における研究費不正使用防止及び研究活動の不正行為防止に関する取扱規程 

 ※平成26年度内に策定予定 

 

別添資料Ａ-１-②-① 平成25年度戦略的研究推進費（学長裁量事業費）公募要領 

別添資料Ａ-１-②-② 科研費公募説明会案内、研究計画書作成サポート制度案内 

別添資料Ａ-１-②-③ 連携に関する基本協定書 

別添資料Ａ-１-②-④ 横浜企業経営支援財団包括連携協定記念「産学連携／医工連携セミナー」チラシ 

別添資料Ａ-１-②-⑤ 間接経費の活用の見直しについて 

別添資料Ａ-１-②-⑥ 間接経費収支状況 

 

【分析結果とその根拠理由】 

研究活動に関する施策として本学では、学長のリーダーシップの下、本学の特徴や強みを活かした学内の研究

ユニットによる戦略的な研究の推進、URA の機能強化による研究者への支援等、研究の充実と外部研究費の獲得

拡大を目指した取組を進めている。また、研究費の不正使用及び研究活動の不正行為を事前に防止するための取

組も全学的に推進している。 

以上のことから、研究活動に関する施策が適切に定められ、実施されていると判断する。 

 

 

観点Ａ－１－③： 研究活動の質の向上のために研究活動の状況を検証し、問題点等を改善するための取組が

行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

 本学における研究活動の状況の検証、問題点等の改善を図る取組については、次のとおりである。 

ア 本学では、中期計画に基づき年度計画を策定しているが、年度終了後には各部局において業務実績報告書

を作成し、自己点検及び自己評価を行うとともに、その内容について横浜市公立大学法人評価委員会による

外部評価を受けている。横浜市公立大学法人評価委員会は、本学の業務実績に関する評価等を行うため、平

成16年に本学の設立団体である横浜市に設置された市長の附属機関である。 

なお、評価結果の中で改善等を指摘された事項については、次年度に改善に取り組み、次年度の実績報告

書の中でその改善状況を報告し、再度検証を受けることとなっている。（資料Ａ-１-③-１） 

イ 学長裁量事業である戦略的研究推進費では、毎年度、採択された各研究ユニットに対し、学長をはじめと

する学術院会議、研究戦略委員会委員による評価を実施し、次年度の予算配分、研究計画の見直しを行って

いる。評価については、１年目終了後の中間評価（書面審査）、２年目終了後の中間評価（審査会）及び３

年目最終年度終了後の事後評価（審査会）と３段階で行っている。評価結果によっては、研究期間中であっ

ても研究の中止を求めていることとしている。（別添資料Ａ-１-②-①） 

ウ 本学では教員一人ひとりの能力や業績の向上を図り，結果として大学の各種活動が活性化することを目的

として教員評価制度を実施している。評価は一年を単位として毎年実施しているが，まず個々の教員が年度

当初に，学長や学部長等の掲げた目標を踏まえ，「教育」「研究」「診療」「地域（社会）貢献」「学内業務」

といった領域ごとに個人の目標や計画を設定し，年度末に自己評価をした上で，評価者との面談を行う。教

員は，自己評価の結果及び面談等を通じて，教育・研究等の活動の質の向上を図っている。 
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資料Ａ-１-③-１ 横浜市公立大学法人評価委員会概要及び評価結果等 

１ 横浜市公立大学評価委員会（横浜市政策局ホームページ） 

  http://www.city.yokohama.lg.jp/seisaku/daigaku/houjinhyouka/ 

２ 平成25年度 業務実績報告書 

http://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/uhk1mf000000aauj-att/h25jisseki_houkoku.pdf 

３ 平成25年度 評価結果 

http://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/uhk1mf000000aauj-att/h25jisseki_hyouka.pdf.pdf 

 

別添資料Ａ-１-②-① 平成25年度戦略的研究推進費（学長裁量事業費）公募要領 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 本学では、毎年度終了後に業務実績報告書を作成し、自己点検及び自己評価を行うとともに、その内容を横 

浜市公立大学法人評価委員会による外部評価を受けており、指摘された改善事項については、次年度の計画に 

反映させ取り組んでいる。 

 以上のことから、研究活動の質の向上のために研究活動の状況を検証し、問題点等を改善するための取組が 

行われていると判断する。 

 

 

観点Ａ－２－①： 研究活動の実施状況から判断して、研究活動が活発に行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の特徴や強みを活かした研究、基盤的分野及び応用的領域における研究については、各研究科等で行われ

ており、その活動状況は、次のとおりである。（別添資料Ａ-２-①-①） 

 [国際総合科学部 国際教養学系・国際都市学系、大学院都市社会文化研究科] 

（ア）地元横浜のまちづくり、地域活性化をはじめ、国際的な課題解決に向けた研究活動等を推進している。 

主な研究活動としては、文部科学省の「地（知）の拠点整備事業（大学 COC事業）」に「環境未来都市構想

推進を目的とした地域人材開発・拠点づくり事業（平成 25 年度～29 年度）が採択され、当研究科教員が

中心となり、全学的に地域再生・活性化に取り組んでいる。また、グローバル都市協力研究センター（GCI）

を設置し、アジアを中心とした大学間ネットワーク「アカデミックコンソーシアム（IACSC）」を「環境」

「まちづくり」「公衆衛生」の 3分野で、各都市、国際機関等と協働して全学的に共同研究を推進している。 

（イ）本学教員による研究出版物、論文公表物については、主として108部を数え、そのほかにも多数の論文

や学会発表、講演、展覧会の企画運営等を行っている。また、平成 26 年度の科学研究費助成事業への申

請については17件の状況である。 

 

[国際総合科学部 経営科学系、大学院国際マネジメント研究科] 

（ア）地域活性化に向けた企業との連携等を推進している。主な研究活動としては、横浜銀行グループ、公益

財団法人横浜企業経営支援財団（IDEC）との共催で、地元企業の次世代経営者を対象とした「よこはま経

営塾」を開講（平成 21 年度～24 年度）し、地元企業の抱える経営課題の解決に向けた取組を実施した。

また、平成 24 年度からは、かながわ信用金庫と連携して、神奈川県三浦市の観光振興における地域活性

化に向けた研究活動を展開している。 
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（イ）本学教員による研究出版物、論文公表物については、主として 81部を数え、そのほかにも多数の論文や

学会発表、講演を行っている。また、平成26年度の科学研究費助成事業への申請については 10件の状況

である。 

 

[国際総合科学部 理学系、大学院生命ナノシステム科学研究科、木原生物学研究所] 

（ア）国内のみならず、国際的な研究活動を積極的に展開している。主な研究活動としては、コムギゲノム解

読のため、平成17年度に結成された国際コムギゲノム解読コンソーシアム（IWGSC）の日本研究チームの

一員として参画している。また、「地球規模課題対応国際科学技術協力事業（SATREPS）」（JST、JICA 共同

事業）に「持続的食糧生産のためのコムギ育種素材開発」（平成22年度～27年度）が採択され、コムギの

育種素材開発及び人材育成によるアフガニスタンへの復興支援を推進している。 

（イ）国際研究集会あるいは国際共同研究先に派遣された人数は 108名である。また、平成26年度の科学研究

費助成事業へ申請件数は 54件である。そのほか、多数の論文発表、招待講演等を行っている。 

 

[国際総合科学部 理学系、大学院生命医科学研究科] 

（ア）理系と医系を融合した生命医科学研究科を平成25年4月に設置し、既存の物理学、化学、生物学等をよ

り一層総合化し、合理的な創薬等の応用につなげる手法を、細胞生物学を含めた先端医科学研究へ応用展

開する体制を構築している。当研究科では、本学が所有する NMR装置、X線回析、質量分析装置、並列計

算スーパーコンピュータ等を活用し、本学の医学研究科をはじめ、理化学研究所、産業技術総合研究所等、

他の研究機関、他大学等との共同研究を推進するなど、生命医科学研究を推進している。主な研究活動と

しては、文部科学省の「創薬等支援技術基盤プラットフォーム事業」に「構造解析用核内タンパク質の生

産と評価」（平成24年度～26年度）が採択され、早稲田大学等との共同研究を進めている。また、同省の

「HPCI 戦略プログラム 分野１：予測する生命科学・医療および創薬基盤」（平成 23 年度～27 年度）で

は、独立行政法人理化学研究所と共同で、計算科学技術の飛躍的な発展を目指して研究を推進しており、

本学では分子スケールにおける研究を担当している。 

（イ）第37回国際核酸科学シンポジウム（平成22年度開催）及び第50回NMR討論会記念国際シンポジウム（平

成23年度開催）について、実行委員長を務めており、平成23年度には韓国ソウル大学との研究交流シン

ポジウムを開催している。また、平成26年度の科学研究費助成事業への申請件数は 40件である。そのほ

か、多数の論文発表、招待講演等を行っている。 

 

[医学部、大学院医学研究科] 

（ア）医学研究科では、各分野で世界をリードする研究活動が行われている。疾患ゲノム分野では、「遺伝性難

治疾患の網羅的遺伝子解析」の研究拠点として、厚生労働省の研究プロジェクト（総額 155,000千円）を

遂行している。同じく、再生医学分野では、科学技術振興機構「再生医療実現拠点ネットワーク：iPS 細

胞を用いた代謝性臓器の創出技術開発」、がん・細胞分化分野では、文部科学省「新学術領域：組織幹前

駆細胞の極性制御と運命決定」、神経科学分野では、本学教員が精神神経疾患研究チームリーダーとして、

科学技術振興機構「翻訳後修飾プロテオミクス医療研究拠点」、循環生理学分野では、文部科学省「新学

術領域：多階層生体機能学」、臨床医学分野では、文部科学省「新学術領域：パーソナルゲノム情報に基

づく脳疾患メカニズムの解明」の研究拠点として、それぞれ研究プロジェクトを遂行している。 

看護学専攻では、小児看護学分野において、横浜市が育児支援施策の一貫として実施している「病気の

こどもへの医療と保育」について本学教員が監査・指導する役割を委嘱されている。老年看護学分野では、
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横浜市保健医療協議会の委員として、地域看護学分野では横浜市地域福祉保健計画施策推進委員会の委員

として本学教員が委嘱されている。精神看護学領域では、本学教員が「アルコール健康障害対策基本法」

を受けて、内閣府により設置されたアルコール健康障害対策関係者会議」の委員を務めている。厚生労働

省による毎年の「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に

関する調査研究事業調査」に関連した「高齢者虐待の要因分析と地方自治体の施策促進に関する調査事業」

のプロジェクト委員（副委員長）を務めている。 

また、MD アンダーソンがんセンター（テキサス大学）、サンフォード・バーナム医学研究所等との間で

MOUを締結しており、国際化に向けた連携促進が進んでいる。 

（イ）平成26年度の科学研究費助成事業へ申請件数は378件である。そのほか、多数の論文発表、招待講演等

を行っている。 

 

[先端医科学研究センター] 

（ア）研究活動における主な特徴としては、平成20年度から 10年間継続の大型プロジェクトである文部科学

省イノベーションシステム整備事業に加え、新規大型研究費の獲得として、再生医療実現拠点ネットワー

クプログラム疾患・組織別実用化研究拠点（拠点Ｂ）（科学技術振興機構）iPS細胞を用いた代謝性臓器の

創出技術開発拠点に選ばれ、また厚生労働科学研究委託事業「難治性疾患等実用化研究事業」の研究拠点

に選ばれたことにより、難病の克服に向けた遺伝子解析研究を推進している。 

（イ）平成 26 年度の外部研究費（科学研究費助成事業を除く）の獲得額は 1,024,254 千円、論文発表件数は

236件、特許出願数は、出願（国内）11件、（国外）８件、登録（国内）６件、（国外）２件。メディア掲

載件数は 30件、シンポジウム及びワークショップ開催は 24件（参加者 788 名）、市民講座開催件数は６

件（参加者509名）、視察受入れ件数は９件である。 

 

別添資料Ａ-２-①-① 「研究活動実績票」別紙様式①－甲、乙 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 各研究科等において、それぞれ特徴的な研究を推進するとともに、学内の研究科を横断した研究が進められて

いる。他の研究機関、大学、企業との共同研究も盛んに行われており、研究出版物、研究論文、シンポジウムの

開催等、研究成果を上げている。また、平成26年度の科学研究費助成事業への応募が499件あるように競争的研

究資金への応募も、積極的に行われている。 

以上、研究活動の実施状況から、研究活動が活発に行われていると判断できる。 

 

 

観点Ａ－２－②： 研究活動の成果の質を示す実績から判断して、研究の質が確保されているか。 

 

【観点に係る状況】 

各研究科等における研究活動の成果の質を示す外部評価や受賞、招待講演、競争的研究資金の獲得状況につい

ては、次のとおりである。（別添資料Ａ-２-②-①） 

 

 

 [国際総合科学部 国際教養学系・国際都市学系、大学院都市社会文化研究科] 
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 当研究科の教員の中には内閣府の日本学術会議連携会員、外務省の日本外交編纂委員、JICA国内支援委員等、

国、地方自治体等の委員を務めている者がおり、また、環境省政務官勉強会、公益財団法人中東調査会で研究

発表等を行っている者もいる。各政府機関等への委員委嘱等については評価されていると言える。さらに、当

研究科の教員が代表するグループが、気仙沼市魚町内湾地区復興まちづくりコンペで、アイデア賞第１位を受

賞している。 

学内の戦略的研究推進費（学長裁量事業）に「大学所蔵貴重書のデジタル・アーカイブによる知的ブランド

の確立」（平成 23年度～25 年度）が採択され、本学の貴重な古典籍の保全とデジタル・アーカイブ化を進め、

学内で高い評価を得ている。 

科学研究費助成事業の平成 26年度交付件数については 29件（新規・継続・外部機関からの分担）である。 

 

[国際総合科学部 経営科学系、大学院国際マネジメント研究科] 

 当研究科の教員において、M&A フォーラム賞正賞「RECOＦ賞」、日本品質管理学会「品質技術賞」、日本交通

学会学会賞「著書の部」、選挙学会賞、日本会計研究学会学会賞をそれぞれ受賞し、各専門分野における研究業

績を残している。そのほか、招待講演として、ロシア経済使節団基調講演、タイ国立タマサート大学国際経営

大学院主催講演、中小企業大学校（独立行政法人中小企業基盤整備機構）による講演が行われている。 

科学研究費助成事業の平成 26年度交付件数については 19件（新規・継続・外部機関からの分担）である。 

 

[国際総合科学部 理学系、大学院生命ナノシステム科学研究科、木原生物学研究所] 

主な研究成果の評価としては、農林水産省の「新農業展開ゲノムプロジェクト」に採択された「小麦 6Ｂ染

色体の全ゲノム塩基配列の解読」（平成 23年度～24年度）では、ゲノムサイズが巨大なパンコムギの遺伝子領

域を推定するデータとして高い評価（Ａ）を受けている。また、「有機物による超弾性現象」を世界で初めて発

見したことについての論文が英国の国際科学学術誌「Nature」で紹介されるなど、高い評価を受けている研究

が多数ある。 

そのほか、日本育種学会賞、日本植物形態学会賞、科学分野における文部科学大臣表彰若手科学者賞への受

賞、数々の国内外学会での招待講演、国際学会・国際研究集会における大会運営委員長等に務めるなど、実績

を上げている。 

科学研究費助成事業の平成 26年度交付件数については 46件（新規・継続・外部機関からの分担）である。 

 

[国際総合科学部 理学系、大学院生命医科学研究科] 

 主な研究成果の評価としては、平成20～24年度科研費 基盤（S）「天然変性タンパク質の動的構造と機能制

御機構の解明」では、天然変性タンパク質の研究は、従来のタンパク質化学の多くの手法が使えない領域であ

り、新たな方法論の構築が求められ、本期間中の成果としてテロメア DNAと TRF２のドメインとの NMRによる

解析、TFIIEとTFIIHとの相互作用の解析は高く評価されている。 

 そのほか、日本分光学会賞、日本プロテオーム学会賞への受賞、アジア‐太平洋NMRシンポジウム、ソウル

国立大学での招待講演など、実績を上げている。 

科学研究費助成事業の平成 26年度交付件数については 36件（新規・継続・外部機関からの分担）である。 

 

[医学部、大学院医学研究科] 

 当研究科の主な研究成果の評価としては、本学教員が「転写制御の分子機構解析と転写因子に対するがん分

子標的療法」において、文部科学省新学術領域研究計画班研究代表者として、Cell、Nature姉妹紙、JMBなど
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に成果を報告し、特定領域研究の中間・最終評価および新学術領域研究の中間評価でいずれも A評価を獲得し

ている。また、当研究科の研究グループでは、「iPS細胞を用いた代謝性臓器の創出および治療法開発」を行っ

ており、世界に先駆けてiPS細胞から血管構造を持つ機能的なヒト臓器の原基を創り出すことに成功した。こ

の技術は、再生医療の発展に不可欠と評価され、Nature誌のハイライトに取り上げられている。 

このように、文部科学省や厚生労働省、科学技術振興機構等の大型研究費を複数獲得していることに加え、

「Nature」をはじめとした国際的な学術誌への論文発表や、学会賞、学術奨励賞等の授賞者も多く、実績を上

げている。 

科学研究費助成事業の平成26年度交付件数については290件である。 

 

 [先端医科学研究センター] 

過去３年間の科学研究費助成事業の採択件数は平成24年度86件、平成25年度94件、平成26年度79件であ

る。この 3年間に競争的公的研究資金（科学研究費助成事業など）を獲得した教員は、延べ 429人（H24：143人、

H25：153人、H26：133人）、総額 4,968,626千円（H24：1,554,784千円、H25：1,834,696千円、H26：1,579,146

千円）である。 また、平成20年度より取り組んできたイノベーションシステム整備事業「先端融合イノベーシ

ョン創出拠点形成」プログラム「翻訳後修飾プロテオミクス医療研究拠点の形成」において、文部科学省による

平成22年度再審査の結果、平成 23年度から本格的実施に移行する課題(継続課題)に決定した。上述したように

大型研究費の獲得をはじめ、先端医科学研究センターに関連する研究の成果が Nature等、国際的に著名な科学誌

に掲載されるとともに、その情報は、マスメディアを通じて広く発信されている。 

また、平成25年に第12回ヒトプロテオーム機構国際会議（HUPO2013）では、プロテオミクスにおける世界最

大の国際学会（参加者44か国、1,600名）ということで、大会準備や運営に当センターの研究者が深く関わると

ともに大会に先立ち開催された若手研究者育成のためのトレーニングコースが４日間にわたり当センターで行わ

れた。その他、各分野の学会賞、学術奨励賞等受賞者は平成26年度７名である。 

 

別添資料Ａ-２-②-① 「研究活動実績票」別紙様式② 

 

【分析結果とその根拠理由】 

いずれの研究科、研究所においても、研究や研究プロジェクトに関する外部評価において、高い評価を受けて

おり、受賞者、招待講演、科学研究費をはじめとする競争的資金の獲得件数、金額も多数であることから、研究

の質が確保されていると判断できる。 

 

 

観点Ａ－２－③： 社会・経済・文化の領域における研究成果の活用状況や関連組織・団体からの評価等から

判断して、社会・経済・文化の発展に資する研究が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

 各研究科等の社会・経済・分化の領域における研究成果の活用状況や関連組織・団体からの評価等は次の通り

である。（別添資料Ａ-２-③-①） 

 

[国際総合科学部 国際教養学系・国際都市学系、大学院都市社会科学研究科] 

 当研究科では、文部科学省の「地〈知〉の拠点整備事業」が採択され、当該研究科教員を中心として、地域人
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材開発・拠点づくりのために金沢区並木にサテライトを設けるなど、地域再生・活性化に取り組んでいる。さら

に、本事業を横浜市と本学が連携することで、横浜市の目指す「環境未来都市」実現に向けた取組が加速するこ

とが期待されている。また、当該研究科の教員が中心となりアカデミック・コンソーシアム事業〔アジア都市・

大学間アカデミックネットワーク〕に積極的に協力し活動を推進している。 

研究科教員は、内閣府の日本学術会議連携会員のほか、各種政府機関、自治体、法人の委員を委嘱されている。

また、横浜市歴史博物館企画展や地理空間情報システム展 2009 で展覧会の企画運営、出展に携わっている。さ

らに環境省政務官勉強会などの各種行政機関で、講演の実施や研究発表を実施している。 

 

[国際総合科学部 経営科学系、大学院国際マネジメント研究科] 

 当研究科では、横浜銀行グループ、横浜企業経営支援財団（IDEC）と共催で地元企業次世代経営者を対象とし

た「よこはま経営塾」を平成21年から４期（１期あたり１年）開講し、地元企業の抱える経営課題を研究課題と

して取り上げ、こうした課題のソリューションを参加者とともに研究し、検討を加えることによって、地元企業

の活性化やネットワーク化に貢献している。また、地域貢献活動の一環として、本学で取り組むエクステンショ

ン講座を多数開講し市民等へ還元している。 

 研究科教員は、横浜市の中期計画評価委員としてサービス経営の知見に基づくアドバイスを行ったり、横浜市

外郭団体等経営向上委員会、協同組合横浜マーチャンダイジングセンターのビジョン策定の委員として参画して

いる。また、研究活動の成果に伴い各種団体等から依頼や招聘を受けて講演を行っている。 

 

［国際総合科学部 理学系、大学院生命ナノシステム科学研究科、木原生物学研究所］ 

 文部科学省理数学生育成支援プログラム「YCU型高大院一貫科学者養成プログラム」（平成 24～27 年度）で理

数系の分野で自らのテーマを展開できる学生を教員が個人的にアドバイスするプログラムを実施し、当該研究科

及び本学国際総合科学部理学系と、横浜サイエンスフロンティア高校、横浜市教育委員会と連携した取組で高評

価を得ている。 

 また、国内の独立行政法人（理化学研究所、海洋科学研究開発機構、物質・材料研究機構、農業生物資源研究

所）や企業（NTT物質科学基盤研究所）と連携し研究活動を進めていることも特徴の一つである。 

 さらにJST/JICA地球規模課題国際共同研究事業（SATREPS）では、故木原均博士がアフガニスタン現地で採集

したコムギ種子を現在のアフガニスタンの復興に役立てよう、という画期的なプロジェクトをすすめ、農業研究

を通したアフガニスタンの人材育成（当該研究科に入学）も行っている。 

 その他にも物質科学系の分野や生命環境分野における学術的価値の高い特色ある研究を展開しており、多数の

特許の取得や書評、論文評、一般書をはじめ新聞報道やメディア等で評価を得ている。 

   

[国際総合科学部 理学系、大学院生命医科学研究科] 

 当該研究科は理化学研究所をはじめ、産業技術総合研究所等と教育研究活動に伴う連携を推進していることが

大きな特徴の一つで、医科学と理学、さらに工学、薬学、農学等の融合により生命医科学を合理的に理解する人

材育成を目指し連携体制を構築している。 

 文部科学省の創薬等支援技術基盤プラットフォーム事業・解析拠点・生産課題に採択され、インフルエンザウ

イルス用抗体を得ることに成功したことやヌクレオソームの構造解析など成果が得られ、NMR、X 線、SAXS、MS の

専門的な研究グループが連携、研究支援体制を構築している。 

 文部科学省「HPCI 戦略プログラム 分野１：予測する生命科学・医療および創薬基盤」では理化学研究所と共

同で研究を進めており、スーパーコンピュータ「京」を最大限に活用することで、国が戦略的に取り組む生命科
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学分野の研究において画期的な成果を産み出し、計算科学技術の飛躍的な発展を目指して行われている。その中

で横浜市立大学は、分子スケールにおける研究を担当している。 

 当該研究科の種々の研究活動は、学術誌の編集委員による論文評の発表や新聞・メディア等で評価されている。

また一部の教員は、厚生労働省の特別技術顧問・基盤技術共同研究委員会委員長を務め、知的財産（特許）を多

数取得し研究活動を進めている。 

 

[医学部、大学院医学研究科] 

  当研究科では、医薬品医療機器総合機構（PMDA）をはじめ理化学研究所、放射線医学総合研究所、国立感染症

研究所、神奈川県立こども医療センター、神奈川県立がんセンター臨床研究所、国立国際医療研究センター、公

益財団法人がん研究会がん研究所等との連携大学院を行っており、様々な医療研究分野での人材育成を推進する

体制を整備している。また、横浜市で推進している横浜医工連携プロジェクトと連携した医療機器開発プロジェ

クトを進め、産学官連携による製品化を目指している。 

 本学教員が出願した癌モデル細胞の特許は、マイクロン社へのライセンス供与が行われるとともに、製品化へ

向けた共同研究が行われ、商品化された。本成果は日経産業新聞等に紹介されている。愛媛大学、滋賀医科大学

との共同研究である「高血圧感受性遺伝子群の同定」では、本態性高血圧の最有力遺伝子の特許を申請し、国外

を含め一部特許権が認められている。また、患者固有データを用いるミッションリハーサル型（患者特異的）腹

腔鏡手術シミュレーターの開発を、本学及び三菱プレシジョン、理化学研究所、横浜国立大学と共同で行ってお

り、関連特許を国内及び米国で取得している。この技術の一部を使用したシミュレーターが製品化され、本研究

成果は NHKおはよう日本、日本経済産業新聞を始めとする各メディアに紹介されている。 

 このように研究成果は、多数の特許の取得やメディア掲載等に繋がっているものも多く、また一部の教員は内

閣府 アルコール健康障害対策関係者会議委員や、厚生労働省 薬事・食品衛生審議会委員、日本学術振興会 科学

研究費委員会専門委員、横浜市病児保育実施医療機関選定委員、横浜市精神障害者地域生活支援連合会 横浜精神

保健福祉研究所企画委員、横浜市保健医療協議会委員、横浜市地域福祉保健計画施策・推進委員等を務めている。 

 

[先端医科学研究センター] 

当センター教員の個人研究ならびに共同研究は、読売新聞、朝日新聞等の全国紙や業界紙をはじめとする種々

のメディアに取り上げられている。多くの教員は、学会の理事や、アドバイザリーとして招聘されている。産学

連携活動としては、平成 26年度現在 32企業等との共同研究（39件）、受託研究（14件）を行っている。さらに、

イノベーションシステム整備事業の産学連携として、９社の企業と研究拠点形成を目指した共同研究が行われる

とともに、企業の入居スペースである産学連携ラボに４社が入居し、それぞれの目指す事業化に向けて、当セン

ターとの連携を進めている。また、平成 20年度から開催している市民講座（２ヶ月に１回開催）も、26年度末

までに計 35回、延べ3,037人の参加者数となっている。 

 

別添資料Ａ-２-③-① 「研究活動実績票」別紙様式③ 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 各研究科の研究成果は、社会・経済・文化の領域において十分に活用されていると判断され、また関連組織や

団体等からの評価も総合的に高いものと判断できるため、本学として社会・経済・文化の発展に資する研究活動

が行われているといえる。 
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（２）目的の達成状況の判断 

 本学は、真理の探究を通じた知の創造・継承と、人材の育成を通じて、地域社会及び広く人類の発展に貢献す

ることを目標として研究ポリシーを定め、研究成果や知的財産を活用して横浜市を始めとした大都市の抱える課

題、地域社会の生活に密着した課題等に対して戦略的に取り組んでいる。そのために産学連携推進本部のもと研

究戦略、知財戦略及び産学連携戦略委員会の３つの委員会を設置し、研究、知財戦略等に関する施策が行われて

いる。 

その施策に対する研究活動内容は、各観点に示すとおりであり、学内外に広く周知・評価されるとともに、活

動実績から判断して、「研究活動が活発」、「研究活動の質の向上」、「社会・経済・文科の発展に寄与」しているこ

とが確認できる。 

 このことから、目的の達成状況が良好であると判断する。 

  

 

（３）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

・ 本学の基本方針である地域貢献の理念に基づき、地域や地元企業等と連携した取組みを進めており、数多く

の充実した成果をあげている。 

・ アジアを中心とした大学等と連携し都市問題の解決を目指す「アカデミックコンソーシアム」事業において

国際社会の課題解決に向けた共同研究の推進を行っている。 

・ 研究科の枠組みを超えた領域横断的な学内共同研究をはじめ、学外の研究機関等とも共同研究を多数実施し

ており、それらの取組を通じて文部科学省をはじめ種々の国家プロジェクト等に多数採択され研究成果を発

信することで広く社会的、国際的にも貢献している。 

・ トランスレーショナル研究体制の更なる充実を目指して、先端医科学研究センターの施設整備を進め、増築

棟の完成により先端研究の拡充を見込んでいる。 

・ URA システムにより、迅速な情報収集とデータに基づく研究者支援、若手研究者の育成や先端分野の加速化

を推進していく体制を整備した。 

 

【改善を要する点】 

特になし 



横浜市立大学 選択評価事項Ｂ 

- 27 - 

Ⅳ 選択評価事項Ｂ 地域貢献活動の状況 

 

１ 選択評価事項Ｂ 「地域貢献活動の状況」に係る目的 

 

（１）横浜市立大学の理念及び大学の地域貢献活動の位置付け 

本学の基本理念（YCU ミッション）は「国際都市横浜における知識基盤社会の都市社会インフラとして、特に教育研究・医療

の拠点機能を担うことをその使命とし、社会の発展に寄与する市民の誇りとなる大学を目指す」である。横浜市は市町村の中で

最大の人口を擁し、国内有数の港湾都市であり、国際的大都市である横浜市が設置する公立大学として、本学は様々な課題を解

決するための「知の拠点」としての役割を期待されている。 

このYCUミッションのもと、本学においては「教育重視」・「学生中心」・「地域貢献」の３つを基本方針として教育研究に取り

組んでいる。具体的には横浜市を始めとした「都市」が抱える課題の解決に取り組んでいける人材の育成、地域医療を支える病

院等において活躍する医師・看護師等の育成、県内唯一の公立大学附属病院として市域県域への高度な医療の提供を掲げ、本学

全教職員の職務として地域貢献を位置付けている。 

 

（２）地域貢献活動に関する目標 

法人の設立団体である横浜市が中期目標について、第１期（平成17～22年度）を踏まえ、第２期（平成 23～28年度）を定め

ている。第２期中期目標には、大学の基本的な目標の一つとして「地域貢献に関する目標」を次の通り掲げている。 

「横浜市民に支えられた大学として、地域貢献を全教職員の責務とし、学部・大学院教育を通じて国際都市・横浜の次世代を

担う人材を育成するとともに、診療を通じた市民医療の向上を図る。 

また、大学の知的資源を活用した生涯学習の機会の提供、市内企業との共同・受託研究等の産学連携の推進、多文化共生・地

域経済の活性化等の都市及び身近な地域の課題解決に資する取組の実施など、大学の研究成果を地域に還元する。 

更に、横浜市が有する大学として、市内の他大学や横浜市と連携して、地域貢献の取組を推進する。」  

 

（３）地域貢献センターの設置 

   地域が直面する課題がますます複雑化、多様化している状況を踏まえ、地域貢献の取組を一層推進することが求められた。そ

のため、地域住民、企業、自治体等が本学にどのような期待、要望をもっているのかを把握し、学内シーズとマッチングさせる

ため、橋渡し機能を果たす「地域貢献センター」を平成21年度に設置した。当センターは、これまで様々な形で行ってきた学生・

教員・研究者の地域貢献に関する情報を一元的に把握し、それらを学内、そして地域に情報提供・PRするとともに、地域貢献に

関するプロジェクトなどを企画・立案し、大学の人的・知的資源を地域のニーズに結びつける役割を果たしてきた。 

   当センターには、都市政策部門と生涯学習部門を設け、都市政策部門では、自治体への政策提言や審議会等委員の派遣、教員

や学生が取り組む地域貢献活動の支援などに取り組んでいる。生涯学習部門については、市民の学習意欲に応えるため大学の知

的資源を活用しながら、医療、語学、教養等の講座を開催し、小・中学・高校生を含む社会人が学習する機会を提供している。 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市立大学 選択評価事項Ｂ 

- 28 - 

２ 選択評価事項Ｂ 「地域貢献活動の状況」の自己評価 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点Ｂ－１－①： 大学の地域貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方

針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知されているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の基本理念（YCU ミッション）において、「国際都市横浜における知識基盤社会の都市社会インフラとし

て、特に教育研究・医療の拠点機能を担うことをその使命とし、社会の発展に寄与する市民の誇りとなる大学を

目指す」と定め、この理念のもと、本学においては教育重視・学生中心・地域貢献の３つを基本方針として教育

研究に取り組んでいる。（資料Ｂ-１-①-１） 

法人の設立団体である横浜市が作成した第２期中期目標(平成23～28年度)の実現を目指し、法人が策定した第

２期中期計画（平成23～28年度）において、地域貢献の方向性として、「横浜市が有する意義ある大学として、

すべての教職員が一丸となって地域貢献に取り組む。横浜市を始めとした都市が抱える課題解決に取り組んでい

ける人材や、地域医療の担い手である医師、看護師等を育成するとともに、教育研究活動を通じながら、地域課

題の解決に向けた取組や、市民への生涯学習機会の提供、高度で先進的な医療を提供するなど、市民に支えられ

た公立大学としての使命を果たす」こととしている。また、中期計画には、地域貢献に関する目標を達成するた

めの取組を具体的に示している。（別添資料Ｂ-１-①-①）これらについては大学ウェブサイトにおいて公表して

いる。（資料Ｂ-１-①-１） 

本学の地域貢献の主体となる組織として、平成21年４月に地域、自治体との橋渡し機能を担う「地域貢献セン

ター」を設置し、都市政策部門と生涯学習部門の２部門体制で業務を開始した。学内資源と学外ニーズのマッチ

ングをコーディネートする機能を有し、地域が求めている人材の育成、研究成果・知的資源の社会への還元等に

よる地域貢献を推進している。大学のウェブサイト（資料Ｂ-１-①-１）において地域貢献活動の取組を周知する

ためのカテゴリーを設け、学外へ周知している。 

さらにウェブサイトでは、公開講座をはじめ地域貢献に関する情報を迅速かつわかりやすく発信するとともに、

「横浜市立大学の地域貢献」等の広報刊行物、各種チラシでも広く周知している。（別添資料Ｂ-１-①-②～③） 

平成25年度に文部科学省「地（知）の拠点整備事業（大学 COC事業）」に採択されたことを受け、地域志向の

大学となることを目指し全学的に取り組むとともに、本学の所在する金沢区内にある団地の一角にサテライト拠

点を整備して、地域コミュニティの拠点として機能し始めているが、これらの取組についても、ウェブサイトの

専用ページ（資料Ｂ-１-①-１）でわかりやすく情報発信している。平成26年度にはボランティア支援室を開設

し、学生のボランティア活動の一層の活性化を図った。 

また、教員評価においては、教育、研究活動等とともに地域（社会）貢献を評価項目として示し、教員の地域

貢献活動を奨励している。（資料Ｂ-１-①-２） 

 

 

資料Ｂ-１-①-１ 本学ウェブサイトアドレス 

YCUミッション http://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/philosophy.html 

基本方針 http://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/philosophy.html 
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公立大学法人横浜市立大学 

第２期中期計画 
http://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/data/info6_6.pdf 

地域貢献センター http://www.yokohama-cu.ac.jp/lc_center/ 

公開講座・地域貢献 http://www.yokohama-cu.ac.jp/contribution/index.html 

地（知）の拠点整備事業 

（大学COC事業） 
http://www.ycu-coc.jp/ 

 

 資料Ｂ-１-①-２ 公立大学法人横浜市立大学教員評価規程（抜粋） 

（評価の対象となる領域） 

第３条 評価は教員の、職務を通じて発揮された、次の各号の項目についての自己点検・自己評価を基礎に

行うものとする。 

(1) 教育領域 

(2) 研究領域 

(3) 診療領域 

(4) 地域（社会）貢献領域 

(5) 学内業務領域 

 

別添資料Ｂ-１-①-① 公立大学法人横浜市立大学第２期中期計画【別表１】地域貢献に関する目標を 

達成するための取組 

別添資料Ｂ-１-①-② 横浜市立大学の地域貢献（2013年度版） 

別添資料Ｂ-１-①-③ エクステンション講座リーフレット 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 第２期中期計画では、地域貢献の取組は国際化の取組とともに、教育、研究、医療の本学の全活動の共通目

標と位置付け、教職員が一丸となってその実現に取り組むこととしており、各年度計画の策定、実行、実績評

価等においては地域貢献の視点に立って進めている。 

また地域貢献の取組の内容は、大学ウェブサイト、「横浜市立大学の地域貢献」等の広報刊行物、プレスリ

リース等さまざまな媒体を活用し、広く社会一般に周知している。 

以上のことから、本学の地域貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方

針が定められているとともに、これらの目的と計画が適切に公表されていると判断する。 

 

 

観点Ｂ－１－②： 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。 

 

【観点に係る状況】 

平成17年度の法人化を契機に「地域貢献」を大学の基本方針に掲げ、さまざまな取組を行っている。 

平成21年４月に地域、自治体との橋渡し機能を担う「地域貢献センター」を設置し、都市政策部門と生涯学習部

門の２部門体制で業務を開始した。学内資源と学外ニーズのマッチングをコーディネートする機能を有し、地域

が求めている人材の育成、研究成果・知的資源の社会への還元等による地域貢献を推進している。（資料Ｂ-１-
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②-１） 

また、大学COC事業については、環境未来都市の実現のため横浜市が進める様々な取組と連携した人材開発教

育、地域貢献活動に取り組み、その実現のために、「エクステンション講座の充実・発展」、「サテライト拠点

の設置・活用推進」、「教員の地域貢献活動推進」、「学生の地域貢献活動推進」、「地域志向の教育・カリキ

ュラム改革の推進」の５つの取り組みを推し進めている。（資料Ｂ-１-②-２） 

さらに、平成27年１月に学生のボランティア窓口「ボランティア支援室」を開設した。今まで学生が部活動等

の課外活動・個人やグループ等で行っていたボランティア活動の窓口を大学として一元化し、本学の特色を反映

させた独自プログラム等を学生に提供していくと同時に地域のニーズにワンストップで対応できる体制を学生・

教員・職員が一体となって構築する。この取組みは、大学 COC事業のうちの「学生の地域貢献活動推進」の一環

として行い、ボランティアに関する情報やボランティア活動を実践する場を学生へ提供し、教育効果を上げると

ともに、地域貢献活動をより推進することを目的としている。 

 

資料Ｂ-１-②-１ 地域貢献センターにおける学内資源と学外ニーズのマッチング（概要図） 
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資料Ｂ-１-②-２ 大学COC事業概略図 

 

 

 具体的な活動を以下に記載する。 

１ 大学の知的資源の市民への還元 

市民の学習意欲に応えるため、大学の知的資源を活用してエクステンション講座（生涯学習講座）を開催

し、社会人が体系的に学習できる機会を提供している。（資料Ｂ-１-②-３）医療、語学、教養講座等幅広い

テーマで実施し、すべての講座について本学の教員が講師または企画監修を務めているほか、設立団体であ

る横浜市と人材育成に関する協定書を締結し、市職員研修メニューのひとつとして利用されているなど相互

に連携・協力している。（資料Ｂ-１-②-４）また、小、中、高校生が楽しみながら受講できる体験型講座「親

子で楽しむ科学実験」、看護学科による横浜市教育委員会と連携した横浜市内小・中学生対象の職業体験子

どもアドベンチャ―」を実施するなど（別添資料Ｂ-１-②-①）、座学にとどまらない講座を提供している。 

 さらに高校との連携事業として、横浜市教育委員会と協定を締結し、市立高校重点校との連携講座を実施

しているほか、市立および県立高校への本学教員による講座の実施、高校英語科教員の教育力向上などに取

り組んでいる。（資料Ｂ-１-②-５） 
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 資料Ｂ-１-②-３ 平成26年度エクステンション講座開催実績 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年度前期　エクステンション講座等開催実績及び予定
(参考）平成25年度実績

講座数 開催日数 受講者数
a b （前期）　c c/a c/総定員 c/b

14 14 1,631 117人
14 14 1 ,631 117人 64% 117人

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

23 79 2,459
10 10 96 10人 67% 10人
13 69 2 ,363 182人 101% 34人

13 129 2,816
0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

13 129 2 ,816 217人 116% 22人

8 12 466
8 12 466 58人 83% 39人
0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

58 234 7,372 127人 32人

無料講座 32 36 2 ,193 69人 61人

有料講座 26 198 5 ,179 199人 26人

＜講座内訳＞ 139 ★は無料講座

№ 開講日 区分 延定員
開催

日数
定員

参加

延人数

企画監修・

講師の学内教員(客員含む)
所属 コース 備考 市大 その他

1 4月10日 教養 400 10 40 290 伊藤綾非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景

2 4月11日 教養 150 5 30 154 岡田公夫教授 国際総合科学部 国際文化 八景

3
4月13日
8月.3日

教養★Y 100 2 50 50 金亜伊准教授 国際総合科学部 物質科学 八景

4 4月15日 教養 300 10 30 336 遠藤聡非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景

5 4月15日 語学 180 12 15 264
池谷尚美非常勤講師

スザンネ・マテーイ非常勤講師
国際総合科学部 非常勤 八景

6 4月16日 語学 150 10 15 150
小幡敏行准教授企画監修

渡邊賢非常勤講師
国際総合科学部 国際文化 八景

7 4月16日 教養 300 10 30 157
小幡敏行准教授企画監修

渡邊賢非常勤講師
国際総合科学部 国際文化 八景

8 4月16日 語学 150 10 15 150
平松尚子准教授企画監修

ﾅﾀﾘｰ・ﾛﾌﾞｴ非常勤講師
国際総合科学部 非常勤 八景

9 4月16日 語学 200 10 20 170 大野祐二非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景

10 4月19日 医療★ 100 1 100 74 藤澤信准教授 センター病院 医学 臨床講堂
11 4月24日 医療★ 230 1 230 217 西出忠之講師 学術院医学群 医学 情文
12 4月24日 教養 105 7 15 91 遠藤紀明非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
13 4月26日 語学 200 10 20 350 村山和行教授企画監修 国際総合科学部 非常勤 八景
14 4月26日 語学 200 10 20 240 大谷多摩貴非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景

15 4月26日 語学 200 10 20 290 大谷多摩貴非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景

16 4月19日 教養 200 4 50 235 一色正之准教授企画監修 国際総合科学部 生命環境 舞岡
17 5月9日 語学 200 10 20 270 村山和行教授企画監修 国際総合科学部 非常勤 八景

18 5月9日 語学 240 12 20 252
平松尚子准教授企画監修

野澤督非常勤講師

ナタリー・ロブエ非常勤講師

国際総合科学部 非常勤 八景

19 5月9日 医療★ 230 1 230 112 國崎主税教授 センター病院 医学 情文

20 5月10日 教養★ 10 1 10 11 鶴見キャンパス　各研究室 国際総合科学部 生命医科学 鶴見

21 5月24日 教養★ 10 1 10 4 鶴見キャンパス　各研究室 国際総合科学部 生命医科学 鶴見

22 5月24日 教養★ 10 1 10 7 鶴見キャンパス　各研究室 国際総合科学部 生命医科学 鶴見

23 5月31日 教養★ 6 1 6 5 鶴見キャンパス　各研究室 国際総合科学部 生命医科学 鶴見

24 5月31日 教養★ 10 1 10 11 鶴見キャンパス　各研究室 国際総合科学部 生命医科学 鶴見

25 6月7日 教養★ 10 1 10 3 鶴見キャンパス　各研究室 国際総合科学部 生命医科学 鶴見

26 6月7日 教養★ 5 1 5 6 鶴見キャンパス　各研究室 国際総合科学部 生命医科学 鶴見

27 6月21日 教養★ 10 1 10 3 鶴見キャンパス　各研究室 国際総合科学部 生命医科学 鶴見

28 6月21日 教養★ 3 1 3 3 鶴見キャンパス　各研究室 国際総合科学部 生命医科学 鶴見

29 5月10日 教養 500 10 50 587 助川幸逸郎非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景

30 5月13日 語学 200 10 20 200 Matthew Burton英語専任教員 国際総合科学部 ＰＥ 八景
31 5月13日 語学 200 10 20 200 Michael Radcliffe英語専任教員 国際総合科学部 ＰＥ 八景
32 5月13日 語学 200 10 20 200 Matthew Burton英語専任教員 国際総合科学部 ＰＥ 八景
33 5月13日 教養★Y 90 3 30 86 坂智広教授 木原生物学研究所 生命環境 瀬谷区共催 瀬谷公会堂

34 5月20日 教養 150 5 30 251 塚本博非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
35 5月26日 医療★ 230 1 230 188 工藤誠講師 附属病院 医学 情文
36 6月6日 教養 120 4 30 138 山﨑和美准教授 国際総合科学部 国際文化 八景
37 6月7日 教養 30 1 30 29 藤田慎也准教授 国際総合科学部 物質科学 八景
38 6月11日 教養 30 1 30 24 大島誠講師 国際総合科学部 地域政策 八景

39 6月22日 医療★ 250 1 250 88 斎藤環教授
筑波大学大学院人

間総合科学研究科
医学

日本精神保健看

護学会共催 八景

40 6月22日 医療★ 230 1 230 137
田中克明教授

野﨑昭人講師
センター病院 医学

日本肝臓学会・県

共催 情文

長引く咳
イスラームへの理解を深めよう

離散数学入門
横浜市における 新しい公共サービスの供給方法を考える 

現代人が抱える依存性

やさしい肝臓病のはなし

歴史と文学でたどる神奈川

英語でガイド！
日常英会話(初級)
世界の祝祭日
【YES】資源生物利用学講義
中欧芸術都市をめぐる美術史

バイオエキスパート研究体験シリーズ④

バイオエキスパート研究体験シリーズ⑤

バイオエキスパート研究体験シリーズ⑥

バイオエキスパート研究体験シリーズ⑦

バイオエキスパート研究体験シリーズ⑧

バイオエキスパート研究体験シリーズ⑨

使える英語入門Ⅰ（26-春）

中級フランス語１

からだにやさしい胃がん治療とは？

バイオエキスパート研究体験シリーズ①

バイオエキスパート研究体験シリーズ②

バイオエキスパート研究体験シリーズ③

加齢黄斑変性症の予防と治療
ドイツ・リートを読むⅠ
使える英語入門Ⅱ（26-春）
英語のニュースリスニング講座

ビジネス英語

舞岡から発信する生命科学入門講座

初級ドイツ語

中国語の最初歩Ⅰ

論語精読Ⅵ

旅行に役立つフランス語

韓国語中級Ⅰ
最新の白血病治療について

講座名

Viva Opera!～オペラの愉しみⅦ～

不思議の国イタリア

【YES】親子で学ぶ地震と防災

東南アジアに学ぶ

YES（COC)
無料
有料

合計

開催場所

教養講座
無料
有料

語学講座
無料
有料

※実績はH26前期分まで

区分
平均受講者数（前期）

医療講座
無料
有料

講座数 開催日数 受講者数
a b c c/a c/b

38 38 3,733 98人 98人

38 38 3,733 98人 98人

0 0 0   

63 224 7,161 114人 32人

14 15 438 31人 29人

49 209 6,723 137人 32人

42 385 6,793 162人 18人

0 0 0
42 385 6,793 162人 18人

1 5 153 153人 31人

1 5 153 153人 31人

0 0 0
144 652 17,840 124人 27人

無料講座 53 58 4 ,324 82人 75人

有料講座 91 594 13 ,516 149人 23人

有料
無料

YES（COC)

合計

教養講座
無料
有料

語学講座
無料
有料

区分
平均受講者数

医療講座
無料
有料
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41 6月27日 医療★ 60 1 60 33 母乳育児推進チーム 医学
男女共同参画セ

ンター横浜南共

催

フォーラム南太田

42 7月4日 医療★ 230 1 230 197 三ツ木直人准教授 センター病院 医学 情文
43 7月11日 語学 100 5 20 80 長島キャサリン非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
44 7月11日 教養 30 1 30 23 中西正彦准教授 国際総合科学部 まちづくり さくらWORKS

45 7月24日 医療★ 230 1 230 183 太田一郎薬剤師 附属病院 医学 情文
46 8月2日 医療★ 230 1 230 81 関口由紀客員教授 医学部 医学 ツムラ共催 情文
47 8月30日 医療★ 230 1 230 115 利野靖准教授 医学部 医学 ツムラ共催 情文

48 8月9日 教養 24 1 24 48
市大生、

篠崎一英教授
国際総合科学部 物質科学 八景

49 9月5日 医療★ 100 1 100 72 斉藤聡准教授 医学部 医学 ウィリング横浜

50 9月26日 医療★ 120 1 120 72 光藤健司准教授 医学部 医学 技能文化会館

51 9月27日 医療★ 70 1 70 62 山川正准教授 センター病院 医学 ツムラ共催 ウィリング横浜

52 6月1日 教養★ 70 1 70 43 白井義昭名誉教授企画監修 その他 八景
53 4月24日 教養★Y 30 1 30 31 鈴木伸治教授企画監修 国際総合科学部 まちづくり 八景
54 6月27日 教養★Y 30 1 30 41 鈴木伸治教授企画監修 国際総合科学部 まちづくり 八景
55 7月3日 教養★Y 200 2 100 159 鈴木伸治教授企画監修 国際総合科学部 まちづくり 舞岡

56 8月22日 教養★Y 30 1 30 39
鈴木伸治教授企画監修

岡崎稔非常勤講師
国際総合科学部

まちづくり

非常勤
八景

57 9月6日 教養★Y 30 1 30 32
鈴木伸治教授企画監修

金亜伊准教授
国際総合科学部

まちづくり

物質科学
八景

58 7月3日 教養★Y 50 1 50 28 鈴木伸治教授企画監修 国際総合科学部 まちづくり 八景

59 9月24日 200 10 20
小幡敏行准教授企画監修

渡邊賢非常勤講師
国際総合科学部 国際文化 八景

60 9月24日 300 10 30
小幡敏行准教授企画監修

渡邊賢非常勤講師
国際総合科学部 国際文化 八景

61 9月24日 200 10 20 Alex Oke英語専任教員 国際総合科学部 ＰＥ 八景
62 9月25日 200 10 20 Michael Radcliffe英語専任教員 国際総合科学部 ＰＥ 八景
63 9月26日 30 1 30 康聖一教授 国際総合科学部 経済学 八景

64 9月27日 500 10 50
助川幸逸郎非常勤講師

斉藤昭子（東京理科大学非常勤
国際総合科学部 非常勤 八景

65 9月30日 200 10 20 Matthew Burton英語専任教員 国際総合科学部 ＰＥ 八景

66 9月30日 180 12 15
池谷尚美非常勤講師

スザンネ・マテーイ非常勤講師
国際総合科学部 非常勤 八景

67 10月1日 150 10 15
平松尚子准教授企画監修

ﾅﾀﾘｰ・ﾛﾌﾞｴ非常勤講師
国際総合科学部 非常勤 八景

68 10月1日 200 10 20 大野祐二非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
69 10月2日 200 10 20 大橋弘顕英語専任教員 国際総合科学部 ＰＥ 八景
70 10月2日 400 8 50 森口舞非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
71 10月4日 200 10 20 大橋弘顕英語専任教員 国際総合科学部 ＰＥ 八景
72 10月4日 300 10 30 大谷多摩貴非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
73 10月4日 300 10 30 大谷多摩貴非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
74 10月4日 15 1 15 芦澤美智子准教授 国際総合科学部 経営学 八景
75 10月5日 230 1 230 国崎玲子准教授 センター病院 医学 情文
76 10月7日 180 6 30 塚本博非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
77 10月9日 300 10 30 伊藤綾非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
78 10月9日 105 7 15 遠藤紀明非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景

79 10月10日 240 12 20
平松尚子准教授企画監修

野澤督非常勤講師

ナタリー・ロブエ非常勤講師

国際総合科学部 非常勤 八景

80 10月17日 230 1 230 林成彦助教 附属病院 医学 情文

81 10月18日 120 4 30
本宮一男教授企画監修

荒船俊太郎非常勤講師
国際総合科学部 非常勤 八景

82 10月21日 180 6 30 山﨑和美准教授企画監修 国際総合科学部 グローバル協力 八景
83 10月21日 50 1 50 中山健教授企画監修 国際総合科学部 非常勤 八景
84 10月22日 30 1 30 中山健教授企画監修 国際総合科学部 非常勤 八景
85 10月30日 400 1 400 須田顕助教 医学部 医学 こころの健康相談センター共催 保土ヶ谷公会堂

86 10月31日 200 5 40
三輪律江准教授企画監修
影山摩子弥教授
三輪律江准教授

国際総合科学部
まちづくり

地域政策
市民局共催 市民活動支援センター

87 11月7日 200 10 20 長島キャサリン非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
88 11月7日 200 10 20 長島キャサリン非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
89 11月13日 120 1 120 松下年子教授 医学部 看護 ウィリング横浜

90 11月15日 150 3 50

一色正之准教授企画監修
吉本和生教授
金亜伊准教授
笠谷貴史（海洋研究開発機
構）

国際総合科学部 生命ナノシステム
戸塚駅周辺

木原

91 11月21日 230 1 230 安田元准教授 センター病院 医学 情文
92 11月22日 120 4 30 岩崎徹准教授 国際総合科学部 国際文化 八景
93 11月28日 230 1 230 井元清隆教授 センター病院 医学 情文
94 11月29日 100 1 100 稲森正彦准教授 医学部 医学 ツムラ共催 ウィリング

95 12月1日 60 1 60 村田彰吾助教 センター病院 医学 ウィリング共催 ウィリング

96 12月9日 90 3 30 山﨑和美准教授企画監修 国際総合科学部 グローバル協力 八景
97 12月11日 200 2 100 藤﨑晴彦准教授 国際総合科学部 会計学 八景
98 12月18日 230 1 230 小林直美講師 附属病院 医学部 情文
99 1月10日 60 2 30 助川幸逸郎非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 山内図書館共催 八景

100 1月14日 20 1 20 西村明代非常勤講師 国際総合科学部 非常勤 八景
101 1月16日 230 1 230 武田和永講師 医学部 医学 情文

102 1月23日 60 1 60 山崎悦子講師 附属病院 医学
男女共同参画セ

ンター横浜北共

催

アートフォーラムあざみ野

103 1月24日 150 3 50
藤﨑晴彦准教授企画監修

大石和礼講師
国際総合科学部 教授 八景

104 2月6日 120 4 30 金子文夫名誉教授 教授 八景
105 2月24日 500 1 500 鈴木ゆめ教授 附属病院 医学 港北区共催 港北公会堂

106 2月27日 100 1 100 吉田浩講師 センター病院 医学 アートフォーラムあざみ野

107 2月6日 230 1 230 利野靖准教授 医学部 医学 情文
108 3月6日 45 1 45 後藤隆久監修 医学部 医学 ウィリング共催 ウィリング

109 3月19日 500 1 500 日野耕介助教 センター病院 医学 港北区共催 港北公会堂

110 3月13日 230 1 230 田島一樹助教 附属病院 医学 情文
111 11月4日 500 5 100 大島誠講師企画監修 国際総合科学部 講師 あーすぷらざ共催 あーすぷらざ

112 1月24日 250 5 50 鈴木伸治教授企画監修 国際総合科学部 教授 八景 横浜八景島

113 12月12日 200 1 200 青山久美助教 附属病院 医学 八景
114 1月17日 300 1 300 石上友章准教授企画監修 医学部 准教授 県委託 福浦
115 2月9日 550 5 110 PEインストラクター 国際総合科学部 ＰＥ 八景
116 3月5日 380 1 380 鈴木ゆめ教授 附属病院 医学 戸塚区共催 戸塚フォーラム

58 20,198 505 9,623 7,372 19 0 36

身近に迫る危険ドラッグ～その実態と身体的影響～
全人的医療の最前線－漢方医学・地域包括的ケア
スタートアップ講座

認知症

食道がん ～発生の危険性、治療法～
ペインクリニックについて
救命救急センターからはじまる自殺未遂者ケア
糖尿病、ひとりで悩まないでください
【YES】横浜市の「みどり」と「環境」を考える
【YES】「海」から考える金沢の環境まちづくり

横浜市立大学附属病院における肝移植治療の現状と今後の展望

貧血　～あなたのその症状、貧血かも・・・～

確定申告をやってみよう！

東アジア共同体は実現可能か？
「不戦勝、認知症！」
子宮筋腫 ～低侵襲治療をめざして～

がん治療と口腔ケア
イスラーム社会を理解するために
指定管理者制度の現状と展望
股関節の診断と治療
ファッションから見た映画の社会学
アメリカ短編小説講読Ⅱ

高齢者虐待への対応 ～困難例と共依存ケース～ 

来たるべき巨大地震のために

慢性腎臓病（CKD）と言われたら

英米のミュージカル
心臓血管疾患に対するカテーテル治療と外科手術
漢方と疾患シリーズ「漢方と消化管機能障害」

倒産する企業は『ここ』で分かる
長寿企業の秘けつ

うつ病の基礎知識

市民活動コーディネート入門講座

エコ生活広場―日常生活―
世界の神話・伝説

Viva Opera! ～オペラの愉しみⅧ～
ドイツ・リートを読むⅡ

中級フランス語2

前立腺がん治療の現状

横浜市立大学所蔵貴重資料を読む

現代の中東を理解しよう

コミュニケーション英会話―初中級―
英語のニュースリスニング講座Ⅱ
英語ならこう言う～日本人が間違えやすい英語～
市大生がプロデュース！ 経営ゲーム～働く大人体験～ 
IBD（炎症性腸疾患）治療について

東地中海諸都市の美術史

世界の祝祭日Ⅱ

初級ドイツ語

旅行に役立つフランス語 

韓国語中級Ⅱ 
コミュニケーション英会話―初級―
よくわかる中南米の歴史と政治

中国語の最初歩Ⅱ

論語精読Ⅶ

ディスカッションの技術
日常英会話(初級）
「信頼醸成」の経済学

文学をとおして、これからの日本を考える

【YES】都市鉱山と資源リサイクル
【YES】深海の生物・微生物から
【YES】21世紀における食糧生産の夢と現実

【YES】水資源を守る日本人の知恵と技

【YES】地震観測が広げる天然資源開発の可能性

つながるニュースのつくり方～テレビとまちがつながる仕組みを考える～

漢方と疾患シリーズ②消化器がん治療と漢方

第3回　親子で楽しむ科学実験

B型肝炎診療の現状
切らずに治す進行口腔がんの治療
漢方と疾患シリーズ③新時代の糖尿病診療
ブロンテ・ディ公開講座

「お産と母乳育児」をのりきる体つくり

変形性膝関節症とロコモティブシンドローム
エコ生活広場

まちなみ形成の基礎
抗がん剤について理解を深めよう
漢方と疾患シリーズ①女性泌尿器科疾患と漢方治療
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資料Ｂ-１-②-４ エクステンション講座横浜市職員研修状況 

年度 実施日 研修名
市職員

受講人数

平成22 11月30日 地域主権改革と地方自治の将来像 13

5月30日 データに基づく政策評価法～仮想評価法とは？～ 14

7月27日 子どもたちの幸せを考えよう～子どもを取り巻く諸問題への理解と対応～ 7

9月11日 第1回 地震のメカニズム 26

9月18日 第2回 地震のメカニズム 30

9月26日～12月5日（全10回） 使える英語再入門Ⅰ 1

9月26日～12月5日（全10回） 使える英語再入門Ⅱ 2

10月1日～12月10日（全10回） 英語で討論しよう（中級） 1

9月27日～平成26年1月15日（全12回） 韓国語 1

10月8日～12月10日（全5回） マネジメントの基礎を学ぶ 4

10月11日～10月25日（全3回） 新・女性学 1

10月30日 うつ病はどんな病気？ 2

11月13日 認知症に勝つ 3

12月5日 ちょっと知りたい著作権～著作権法の入門講座～ 2

平成26 5月9日～7月25日（全10回） 使える英語再入門 1

5月13日～7月15日（全10回） 日常英会話（初級） 1

6月11日 新しい公共サービスの供給方法を考える 4

7月11日 まちなみ形成の基礎～知っておきたい身近な建築のルール～ 2

10月２日～12月11日（全10回） コミュニケーション英会話 1

12月11日・12月18日 指定管理者制度の現状と展望 6
 

 

資料Ｂ-１-②-５ 高大連携の実施状況 

●高大連携全体での取組 

・平成 18 年度に横浜市教育委員会と「横浜市立大学と横浜市立高等学校との教育連携に関する協定書」を締

結して以降、横浜市立高校９校の内、連携重点校を３校に定め、連携事業を行っています。 

年１回、高大連携協議会を開催し、教育長、学長が同席のもと、「大学と高校との接続を含めた教育連携に

関すること」、「大学の教育に通ずる教育内容、方法の研究に関すること」、「高校教員の教育力向上に関するこ

と」、「大学の教員による高校生を対象とする講座の実施に関すること」について協議し、方針を決定していま

す。また、下部組織として位置付けている運営委員会にて協議会の協議事項にかかる課題の整理や具体的な連

携内容を検討、部会にて高校ごとの事業運営における具体的な事業内容を検討するなど、組織的な体系を構築

しています。 

●横浜商業高校との連携 

平成19年度より、次のプログラムを実施しています。 
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（商業科） 

高校で行われている「総合的な学習の時間」（総合実践）にて連携講座を実施しています。平成 23年度より、

日経STOCK リーグ（※）参加に向けて行う中間報告会および学習成果報告会での本学の教員による指導・助言、

加えて、平成24年度からは、横浜商業高校 OB・OGの学生を派遣し、教員が教授する前の事前学習として、基

礎レクチャーを実施し、内容の拡充を図りました。24 年度、25 年度と連続して横浜商業高校のグループが入

選するという実績を残しており、今年度は基礎レクチャーを担当する学生数を増員することで、更に内容を充

実させ、プログラムを実施しています。 

（※ 日経 STOCK リーグとは、中・高・大学生を対象にした株式学習コンテストのことで、バーチャル株式投

資や、各自の投資テーマに沿ったポートフォリオ、レポートの作成等を通じて、自ら考え、学んでいく力を身

につけることを目的としています。） 

（国際学科） 

高校で行われている「総合的な学習の時間」（Global Learning）において、本学の教員による評価・助言や、

国際関係のテーマで特別講義を行っています。講義を実施するにあたり、事前学習課題を本学教員が出題し、

高校で指導を行い、理解度を深めた上で特別講義を受講しています。さらに、事後学習も高校教員が指導を行

うことで、より教育効果の高い講義を展開しています。 

●横浜サイエンスフロンティア高等学校との連携 

平成 21 年４月開校以来、９名の本学教員が科学技術顧問として着任しています。また横浜サイエンスフロン

ティア高校の生徒に対して、講義、研究、実験指導のために本学教員が高校へ出向き、各年次で以下の連携を

実施しています。 

（１年次） 

科学への動機付けとしての授業「サイエンスリテラシーⅠ」を開講。６月には本学のプレオープンキャンパス

に参加し、理学系・医学系の説明会、入試説明会や研究室見学を実施しています。 

（２年次） 

１年次に引き続き、「サイエンスリテラシーⅡ」を開講。 

（３年次） 

２年次に行った研究をさらに発展させた「サイエンスリテラシーⅢ」を開講。また、将来本学へ進学を希望す

る生徒を対象に、横浜市立大学チャレンジプログラムに参加する生徒を２年次後期に募集し、基準を満たした

生徒は３年次４月よりプログラムを受講しています。８月には最終報告会が実施され、平成 26 年度入学者が

決定しました。平成 27 年度入試にかけては、募集要項を見直し、入試枠を拡充することで、入学者の多様な

ニーズに応えられるような体制を整えています。 

以上のように、高校教員と大学教員による定期的な意見交換等を継続的に行う中で、高校から大学へ繋がる理

科教育のあり方を検討し、次年度以降の内容に反映させています。 

●金沢高等学校との連携 

平成22年４月より次のプログラムを実施しています。 

（高大連携自己形成プログラム） 

１年次に、大学で行われる講義内容について説明を受けることにより、自己のあり方を考え、さらに将来の進

路に繋がる意識付け・動機付けとなることを目的として、本学の教員が毎回テーマを変えていくオムニバス形

式のプログラムを展開しています。平成 26 年度より、２年次生で講義への参加を希望した生徒にも聴講させ

ており、幅広く連携を実施しています。 
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（高大連携英語力育成プログラム） 

実践的英語プログラム―PE（Practical English）を運営している PE センターと連携し、実社会・国際社会で

通用する英語力を養成するプログラムを、高校の英語の授業において実施することにより、新たな英語学習を

展開しています。開始当初は１年次生を対象に実施していましたが、１年次に高校で指導を行い、充分に内容

を理解させた上でプログラムを受ける方がより効果が高いと判断し、平成 25 年度より２年次生を対象に実施

しています。 

●卒業論文発表会への参加 

高大連携で部会を設置している重点校を対象に、卒業論文発表会の見学を受け入れ、生徒が興味を持った内容

の発表会を聴講することにより、論文の作成方法、発表方法を学ぶ機会としています。 

平成25年度は、述べ11名の生徒が見学をしました。 

●市立高校英語科教員研修 

平成24年度より、市立高校の英語科教員の英語力および指導力の上を図るための研修として、本学のPractical 

Englishの授業見学を行うとともに、英語を英語で教えるための教授法などを、本学教員及び PEインストラク

ターとのディスカッションを通して、学ぶ機会を提供しています。 

平成24年度は市立高校のみを対象としていましたが、平成 25年度に神奈川県との包括協定を結んだことに

伴い、今年度より市立高校単独で実施する研修に加え、市立高校・県立高校合同の研修を実施しました。研修

後に取ったアンケートからは、教育効果が高いとの意見もあり、今後も研修内容を充実させ、連携を図ってい

く予定です。 

 

２ 学部・大学院を通じた人材育成 

  地域が抱える課題を実践的に研究・解決できる学生主体の取組を推進するために「学生が取り組む地域貢 

献活動支援事業」を実施している。（資料Ｂ-１-②-６）地域課題を解決するために学生が積極的に地域と関

わることで、自主的な探究心、調整能力、行動力、チャレンジ精神を育成するとともに地域の活性化を図る

ことを目的としている。地域の課題に対し実践的に研究、解決する学生の活動を公募し、審査会を経て採択

された活動を支援するために助成金を支給している。平成 26年度は大学 COC 事業のテーマに即した環境関

連の課題について積極的に取り組み、教員地域貢献活動支援事業では件数においても平成 25 年度の倍に増

加している。 

 また、金沢区、関東学院大学と連携し、大学の活力を生かしたまちづくりに取り組むため、三者で協定を

締結（キャンパスタウン金沢）し、個性豊かなまちを目指して活動を行っている。（資料Ｂ-１-②-７） 

 

資料Ｂ-１-②-６ 学生が取り組む地域貢献活動支援事業の状況 

●医学部生による小学校への訪問授業（担当教員：学術院 医学群 助教 鍋田美咲） 

医学部では、活動を希望する看護学生が自主的に主体となって地域の小学校を対象に「訪問授業」を実施して

います。人間の誕生について分かりやすく教えるとともに、乳幼児とのふれあう機会を設け、子どもたちに「命

はかけがえのないものであることや幼い子どもを慈しむことの大切さ」を伝えています。本授業を実施した学

生にとっては、自分たちが大学で学んでいることを再認識する良い機会になり、地域貢献と学生の学習の深化

の両方を実現できる教育プログラムとなっています。 

●医学生と共に学ぶ『医療』の仕組み（担当教員：学術院 医学群 准教授 武部貴則） 

医学生たちが地域の小中学校に赴き、子ども達とともに“どのように医療機関を利用すればよいのか”を考え
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る授業を行っています。小中学生が授業で学んだ医療の仕組みの知識が、彼らが大人になった時に活用される

だけでなく、その保護者や地域へ波汲することが期待されます。また、医師という職業を身近に感じてもらえ

るよう、医師の仕事についても説明しています。 

●震災復興に関わる企画展及びセミナーの開催（担当教員：学術院 国際総合科学群 教授 鈴木伸治） 

東日本大震災から月日が経ち、普段、横浜に生活しながら入手できる被災地の情報は減ってきている状況です。

そこで、横浜市立大学をはじめ、建築・都市を学ぶ学生が協働で制作した震災前の街並みを再現した建築模型

を展示し、津波被害の甚大さを視覚的に伝える企画展と、震災から復興に向けて活動する人々を横浜に招き、

被災地の現状とこれまでの過程を伝えるセミナーを平成 24 年夏、ヨコハマ創造都市センターにて開催しまし

た。 

● 保育所× 地域- つながり力アップ・マップワークショッププロジェクト 

（担当教員：学術院 国際総合科学群 准教授 三輪律江） 

地域との関係構築の仕方に悩んでいる新設の保育施設と地域をつなげるため、三輪律江准教授のゼミ生と横浜

国立大学の学生が協働で、保育施設関係者と地域住民が一緒に様々な視点でまちを歩いて「お散歩マップ」つ

くりをするワークショップの企画運営を行いました。保育施設が独自に作成している「お散歩マップ」に注目

し、お散歩マップを介して地域の情報について共有することで、新設の保育施設と地域がつながるきっかけを

作りました。 

●子宮頸がん予防啓発のための出前授業（担当教員：学術院 医学群 助教 鍋田美咲） 

唯一予防できるガンである「子宮頸がん」に焦点をあて、高校生や大学生に対し「ピアエデュケーション」と

いう学習方法を取り入れ、予防活動に主体的に取り組んでもらえるよう、横浜市内の学校を対象に出前教室を

実施しています。また小中学生に対しては健康教育として、「自分の体は自分で守ろう」という考えの元、病

気を予防すること・健康を維持することの大切さを伝える授業を行っており、他にも健康イベントに参加する

など、精力的に活動しています。 

● 安全・安心のまちを目指す地域コミュニティ再生支援事業 

（担当教員：学術院 国際総合科学群 教授 鈴木伸治） 

横浜市中心部にある初黄・日ノ出町地区では、違法飲食店などが立ち並び、住民の生活環境の悪化が問題とな

っていました。国際総合科学部鈴木伸治教授のゼミでは、この問題をまちづくり分野の研究課題とし、地域の

環境改善に取り組んでいます。これまでに、安全・安心のまちづくり拠点コガネックス・ラボの運営やフリー

ペーパーの作成、地域交流イベントの開催等を実施しています。（別添資料Ｂ-１-②-②～③） 

 

資料Ｂ-１-②-７ キャンパスタウン金沢の取り組み 

● 学生が考え、活動する個性豊かなまち金沢区を目指す、研究・提案・行動 活動 

（ 担当教員：学術院 国際総合科学群 特別契約教授 国吉直行） 

金沢研究会は、学生街らしいまちづくり活動と金沢区の生活環境調査を行っています。金沢八景駅前の空き地

を暫定的に活用してコミュニティスペース「はちのば」をつくり、運営管理やワークショップ・イベント等を

開催し、魅力的なまちづくりを提案しています。金沢区生活環境調査では、金沢区の防災マップ及び他都市の

防災活動の事例を調査し、区内（六浦方面、町屋・海の公園方面等）の危険箇所の調査を行いました。 

●地域参画を促す仕組みづくり（ 担当教員：学術院 国際総合科学群 准教授 三輪律江） 

国際総合科学部の三輪准教授のゼミナールでは、平成 24 年度から金沢区青少年の地域活動拠点を中心に、地

域のニーズにあわせて多世代交流の活性化につながる独自の拠点づくりを目指し、調査・活動を行っています。
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基礎調査として、子どもの地域活動の実態調査、地域拠点のニーズの把握、利用者を対象とした調査を行って

います。これらをもとにワークショップを開催し、多世代交流のあるまちづくりにつなげています。 

●「マイタウン金沢八景」プロジェクト 

「キャンパスタウン金沢」に基づき、金沢八景地域活動プロジェクトの活動拠点「マイタウン金沢八景」愛称

「さわさわ」を運営しています。このプロジェクトは、NPO 法人横濱金澤シティガイド協会と商店街（金沢八

景共栄会）及び横浜市立大学と関東学院大学の学生など、様々な活動団体が連携して取り組んでいます。「さ

わさわ」を活動拠点とし、平成 24 年度は金沢八景まつりをはじめとした地域の祭りの企画、広報誌「さわさ

わポスト」の発行、スキーツアーの商品化を行いました。 

●地元商店街銘菓のパッケージを学生が製作 

マイタウン金沢八景プロジェクトの一環として、横浜市立大学と関東学院大学の学生が「金沢八景処鳳月堂」

の和菓子パッケージをデザインしました。和風マドレーヌ「八景焼」のパッケージには、歌川広重の「金沢八

景」をイメージし、野島をバックに、海を眺めながら旅人が休んでいる風景が描かれています。 

●市立保育園におけるインタビュー調査の実施（ 担当教員：学術院 国際総合科学群 教授 長谷川真里） 

子どもたちの他者を尊重する気持ちの発達を調べるために、発達心理学を学ぶ学生たちが金沢区内の市立保育

園３園で４・５歳児を対象にインタビュー調査を実施しました。自分と好みや考えが違っている他者をどのよ

うに考えるのか、まずは子どもたちと遊びを通して打ち解けた後、架空のお話の登場人物を使って、園児一人

ひとりに紙芝居を用いて、簡単な質問を行いました。 

●横浜市立大学学生が作る無料誌 

「金沢 HAKKEN」横浜市立大学学生がつくる金沢八景タウンマガジン「金沢 HAKKEN」は、企画・制作・発行ま

ですべて学生のタウンマッププロジェクトが行なっているフリーペーパーです。地域の情報や周辺の店舗の紹

介などを掲載し、近隣の駅や区役所、協力店舗等で配布。年２回の発行です。今年で７年目を迎え、地域の方

にも愛されています。 

●地域ケアプラザでの吹奏楽団演奏会の開催 

平成 24 年 11 月に、横浜市立大学の吹奏楽団「奏（かなで）」が、西金沢地域ケアプラザにおいて、デイサー

ビスを利用する高齢者を対象とした演奏会を開催しました。高齢の方にも親しみのある選曲にするほか、学生

による楽器紹介、演奏に合わせて利用者の方に歌っていただくなど、様々な工夫を取り入れて行われました。 

● 金沢区の津波ハザードマップの表紙と海抜標示を学生がデザイン 

金沢区では、これまで自治会・町内会との連携よる津波避難訓練の実施や津波避難施設の拡充に向けて、様々

な津波対策に取り組んでいます。津波からの避難意識の高揚及び日ごろからの津波対策を常に心がけること

で、さらなる被害の防止や軽減を図ることを目的に、平成 25年１月に「津波ハザードマップ」「海抜標示」を

作成し、そのデザインを横浜市立大学の美術部の学生が行いました。 

●キャンパスタウン金沢フォーラム 

キャンパスタウン金沢の活動をより多くの人に知ってもらうため、平成 25 年３月、金沢公会堂でキャンパス

タウン金沢フォーラムを開催しました。当日は、関東学院大学・横浜市立大学の両学生が「キャンパスタウン

金沢サポート事業」として活動した内容を発表したほか、地域の人を交えたパネルディスカッション、何かに

熱中して取り組む『アツい学生』の活動紹介を行いました。 

 

３ 研究成果や知的財産の産業界への還元 

本学は国際都市横浜における知識基盤社会の都市社会インフラと位置付けており、地域のシンクタンクと



横浜市立大学 選択評価事項Ｂ 

- 39 - 

しての機能を有し、地域課題の解決に向け教員が協働で調査、研究、社会実験等を行っているが、そのため

の支援制度として「教員地域貢献活動支援事業」を設けている。自治体、地域団体等が提案してきた課題に

対する教員の活動を公募し、審査会を経て採択された活動を支援するために助成金を支給している。（資料

Ｂ-１-②-８） 

  また、本学教員の研究成果を市民生活の向上や産業の振興に役立てるため、企業や自治体等との協定締結

（資料Ｂ-１-②-９）や展示会への出展（資料Ｂ-１-②-10）など、産業界との連携による地域貢献を推進し

ている。さらに、地方公共団体等における審議会への参画（資料Ｂ-１-②-11）など、学識経験者、有識者

としての活動についても積極的に取り組んでいる。 

 

資料Ｂ-１-②-８ 平成25年度教員地域貢献活動支援事業採択一覧 

区分 No. 提案者 事業名 教員(★は代表) 

新規 １ 金沢区役所 
金沢区内中小企業への若手人材確保による中

小企業活性化 
中山健★ 

新規 ２ 
財団法人木原記念 

横浜生命科学振興財団 
地域中学生に対するサイエンスサポート事業 一色正之★、川浦香奈子 

継続 ３ 南区役所 横浜橋通商店街をベースとしたまちづくり 
三輪律江★、鈴木伸治、

国吉直行、滝田祥子 

継続 ４ 中央図書館 
交通拠点での横浜市立図書館サービス機能強

化事業 
藤崎晴彦★、柴田典子 

継続 ５ 
金沢八景－東京湾 

アマモ場再生会議 

地域の文化・歴史と融合したアマモ場再生活

動 
塩田肇★三輪律江 

 

資料Ｂ-１-②-９ 企業等との包括的基本協定一覧 

協定先 締結日 

石川島播磨重工業株式会社 平成 15年６月25日 

蛋白質構造解析コンソーシアム 平成 16年８月４日 

横浜信用金庫 平成 16年８月４日 

日本発条株式会社 平成 16年11月12日 

独立行政法人理化学研究所横浜事業所 平成 17年11月29日 

国立大学法人横浜国立大学 平成 18年３月１日 

株式会社横浜銀行 平成 19年１月12日 

独立行政法人放射線医学総合研究所 平成 19年５月16日 

国立トウモロコシ・小麦改良センター 

（CIMMYT：Intemational Maize and Wheat Improvement Center，Mexico)  
平成 19年11月22日 

独立行政法人理化学研究所 平成 21年３月17日 

富士フィルム株式会社 平成 21年３月26日 

独立行政法人国際農林水産業研究センター 平成 21年12月３日 

横浜市水道局 平成 23年２月14日 

独立行政法人産業技術総合研究所 平成 23年４月１日 

株式会社東芝 生産技術センター 平成 23年６月１日 

かながわ信用金庫（旧三浦藤沢信用金庫） 平成 23年12月１日 
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国立医薬品食品衛生研究所 平成 24年１月31日 

 

資料Ｂ-１-②-10 平成25年度 出典展示会 

会期 展示会名 

5月 ＢＩＯ ｔｅｃｈ 

10月 Ｂｉｏｊａｐａｎ 

10月 アグリビジネス創出フェア 

11月 産学連携研究会 

1月 テクニカルショウ・ヨコハマ 
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資料Ｂ-１-②-11 平成25年度 横浜市の附属機関（審議会等）への参画 

 

Ⅰ　横浜市の附属機関（別表第１）　　　　　　　※委員名非公表3機関は除く

依頼元

1 政策局 24.12. 6 26.12. 5

2 政策局 25. 4. 1 26. 3.31

3 財政局 24. 7. 1 26. 3.31

4 財政局 24. 6. 1 26. 3.31

5 市民局 24. 7. 1 26. 6.30

6 市民局 25. 6. 1 27. 5.31

7 市民局 25. 4. 1 27. 3.31

8 市民局 25. 7. 1 26. 6.30

9
文化観光
局

24. 7.20 25. 7.19

10 経済局 24. 9. 5 26. 9. 4

11 経済局 25. 4. 1 27. 3.31

12 こども 青少年局　 24. 11.1 26.10.31

13
健康福祉

局
25. 4. 1 27. 3.31

健康福祉

局
25. 6. 1 27. 3.31

　　　〃 25. 7. 1 29. 3.31

15
健康福祉
局

25. 5. 1 26. 4.30

16
健康福祉
局

23. 7.21 26. 7.20

健康福祉
局

25. 4. 1 27. 3.31

　　　〃 25. 4. 1 26. 3.31

18
健康福祉

局
25.10. 5 27.10. 4

19
健康福祉

局
25. 4. 1 26. 3.31

20
健康福祉

局
24. 7.17 27 .7.16

21
健康福祉

局
25. 4. 1 28. 3.31

22
環境創造

局
25. 6.24 27. 6.23

23
環境創造

局
25 .7 .1 27. 6.30

24 建築局 25. 7. 2 27. 7. 1

都市整備
局

26. 3. 7 28. 3. 6

　　　〃 26. 3. 7 28. 3. 6

26
都市整備

局
23. 8. 7 25. 8. 6

27 港湾局 25.12.25 27.12.24

28 消防局 26. 4. 1 28. 3.31

29
教育委員
会

24. 6. 1 26. 5.31

30
教育委員
会

25.11.19 27.11.18

教育委員

会
25. 2. 1 27. 1.31

　　　〃 25. 2. 1 27. 1.31

　　　〃 25. 2. 1 27. 1.31

32
教育委員
会

25. 7. 1 27. 6.30横浜市就学奨励対策審議会

横浜市文化財保護審議会

横浜市学校規模適正化等検討委員会

31

横浜市学校保健審議会

　　　　　　　〃

　　　　　　　〃

25
横浜市都心臨海部再生マスタープラン審議会

　　　　　　〃

横浜市都市美対策審議会

横浜市埋立事業用地処分等事業者選定委員会

横浜市救急業務検討委員会

横浜市公害健康被害認定審査会

横浜市石綿ばく露健康リスク調査専門委員会

横浜市衛生研究所倫理審査委員会

横浜市環境影響評価審議会

横浜市下水道事業経営研究会

横浜市建築審査会

横浜市国民健康保険障害児育児手当金障害程度審査委員会

横浜市精神保健福祉審議会

17
横浜市感染症診査協議会

　　　  　　　〃

横浜市予防接種事故対策調査会

横浜市大規模小売店舗立地審議会

横浜市南部市場花き部市場取引委員会 

横浜市児童福祉審議会

横浜市保健医療協議会

14
横浜市救急医療検討委員会

　　　　　　　〃

横浜市公共事業評価委員会

横浜市情報公開・個人情報保護審査会

横浜市男女共同参画審議会

横浜市市民活動推進委員会

横浜市広報企画審議会

横浜文化賞選考委員会

附属機関の名称 任期

横浜市民間資金等活用事業審査員会

ヨコハマ国際まちづくり推進委員会

横浜市税制調査会
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Ⅱ　附属機関（別表第２　指定管理者選定委員会）　　　※委員名非公表1機関は除く

依頼元

1 港南区 24. 9. 1 26. 3.31

2 旭区 25. 6. 1 27. 3.31

3 磯子区 25. 6. 1 27. 5.31

4 緑区 24. 5 .1 26. 3.31

5 泉区 25. 6. 1 27. 5.31

6 港北区 25. 4. 1 27. 3.31

7 文化観光局 25. 8. 1 27. 7.31

8 文化観光局 25. 8.10 27. 8. 9

9 栄区 25.12. 9 26. 2.10

10 文化観光局 24.11. 1 26. 3.31

11 文化観光局 25. 6. 1 26. 5.31

12 文化観光局 25. 8. 1 27. 7.31

13 金沢区 24.11. 1 26. 3.31

14 金沢区 24.11. 1 26. 3.31

15 市民局 25. 7.22 26.7.21

16 文化観光局 25. 7.22 26.7.21

17 文化観光局 25. 7.22 26.7.21

18 教育委員会 24. 5. 1 26. 4.30

横浜市長浜ホール指定管理者選定評価委員会

横浜市大倉山記念館指定管理者選定評価委員会

横浜市国際学生会館指定管理者選定評価委員会

横浜能楽堂指定管理者選定評価委員会

久良岐能舞台指定管理者選定評価委員会

横浜みなとみらいホール指定管理者選定評価委員会

金沢区地域ｹｱﾌﾟﾗｻﾞ指定管理者選定委員会

金沢区福祉保健活動拠点指定管理者選定委員会

横浜市陶芸センター指定管理者選定評価委員会

緑区地区センター指定管理者選定委員会

泉区地区センター指定管理者選定委員会

港北公会堂指定管理者選定委員会

市民文化会館指定管理者選定評価委員会

横浜美術館指定管理者選定評価委員会

栄区区民文化センター指定管理者選定評価委員会

委員会等の名称 任期

港南区地区センター指定管理者選定委員会

旭区地域ケアプラザ指定管理者選定委員会

磯子区地区センター及び横浜市喜楽荘指定管理者選定委員会

 
 

４ 施設の開放 

地域への貢献として、学術情報センター（八景キャンパス）、医学情報センター（福浦キャンパス）、金沢

国際交流ラウンジ、市大プラザ「いちょうの館」、プールなどの学内施設を地域に開放しているほか、鶴見

キャンパス及び木原生物学研究所の一般公開を行っている。（資料Ｂ-１-②-12）大学図書館である学術情報

センター及び医学情報センターでは、継続して図書館を利用されたい方や図書の貸出を希望される方に対し

て、市民利用制度が利用できる。（資料Ｂ-１-②-13） 

 

資料Ｂ-１-②-12 学内施設の開放状況 

●学術情報センター（八景キャンパス） 

64万冊の様々な分野の学術資料を所蔵している図書館であり、調査・研究のために資料を希望される方は、

誰でも利用できるようになっている。貴重資料室では、鎌倉時代からの歴史的に貴重な資料を 1,500点以上

保管しており、貴重資料は解説のリーフレットとともに月替わりで展示している。これまで幕末期の書簡や、

開港時の横浜絵など、見ごたえのある資料を公開している。また、大学の知的財産を市民の方に活用してい

ただくために、毎年市民講習を行っており、平成26年度は、「横浜と鉄道」をテーマに全国トップクラスの

蔵書を誇る会社史・団体史資料のコレクションから鉄道関連の資料を紹介するとともに学生及び沿線の鉄道

会社による講演や会社史・団体史コーナーの見学会を併せて実施し、盛況に開催された。講座に先立ち、横

浜市金沢区図書館と連携し、鉄道会社をはじめとする横浜に縁の深い産業の会社史・団体史資料を一般公開

する展示会も実施している。 

●医学情報センター（福浦キャンパス） 

医学・看護学関係の資料を中心に 15万冊の学術資料を所蔵し、医療活動に必要な資料を求める地域の方々

に、資料の閲覧のみならず、複写、貸出(一部)、情報検索用端末の利用、資料案内などのサービスを提供し

ている。さらに、地域医療従事者へのサービスの一環として、神奈川県看護協会と連携しガイダンス実習を

実施している。 

●金沢国際交流ラウンジ 

地域の人たちと外国人の交流の拠点として本学シーガルセンター２階に平成 19 年にオープンした。ラウ

ンジ運営を委託された「ふれんず金沢」は 10 年前に外国人を支援する目的で立ち上げられ、日本語教室・
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翻訳や通訳・交流会などの活動で地域の人達と外国人の交流を深めてきた団体である。大学の中に国際交流

ラウンジを開設するにあたり、新たなボランティアも含め金沢国際交流ラウンジボランティア会が組織さ

れ、外国人が日本での生活を快適に感じられるような支援、市大生、留学生との交流を通した活動が行われ

ている。 

●市大プラザ「いちょうの館」 

市民交流の場として、広く開放するとともに、生涯学習講座などの情報を随時閲覧できるスペースとして

開放している。また、大学の使用がない場合に、いちょうの館多目的ホール（50人収容）を市民の方々のサ

ークル・グループ活動などに開放している。 

●プールの市民開放 

 大学の授業や課外活動に使用しない期間に八景キャンパス総合体育館内温水プールを中学生以上の市民

の方々に開放している。（有料） 

●鶴見キャンパス 

毎年連携大学院を構築している理化学研究所横浜研究所と共同で一般公開を開催し、タンパク質を中心と

した生命医科学分野の研究について深めていただく機会を提供している。研究室や研究施設の公開、子ども

向け実験教室、コンピュータ等を使った体験実習、生命医科学分野の最先端の研究内容をテーマにした講演

会等様々な催しを提供しており、例年多くの参加者が集まり、地域に定着したイベントとなっている。 

●木原生物学研究所 

生命科学分野の教育研究についての理解を深めていただく機会として、毎年７月下旬の土曜日に研究所を

一日公開している。毎年350名ほどの方々が参加し、地域に密着したイベントとなっている。植物研究の最

新情報を盛り込んだ講演会、野菜からの DNA抽出実験や木原生物学研究所産コムギで作る小麦粉、その小麦

粉で作ったパンの食べ比べや種無しスイカの試食など、楽しい体験を交えながら研究所で行われている研究

を一般向けにわかりやすく紹介・開設している。 

 

資料Ｂ-１-②-13 市民利用制度登録者数 

市民利用制度登録者数（学術情報センター）

（１）学術情報センター（八景キャンパス） 単位：人

年度 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26

309 310 336 302 338 335 361 339 366

(34) (42) (53) (43) (119) (43) (60) (60) (82)

延べ貸出人数 718 867 699 886 1,045 879 729 746 1,011 951

延べ貸出冊数 2,092 2,472 2,144 2,594 3,561 2,910 2,612 3,101 2,986 3,231

（２）医学情報センター（福浦キャンパス） 単位：人

年度 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26

122 100 141 100 94 101 111 133 116

(41) (15) (32) (19) (49) (27) (26) (27) (23)

延べ貸出人数 111 89 112 81 57 39 144 130 115

延べ貸出冊数 169 141 163 125 101 98 144 213 218

市民利用制度
登録者数

253

市民利用制度
登録者数

・登録者数は各年度4月1日～3月31日の新規登録者数。登録から1年有効。

・平成18年6月28日市民利用サービス開始

・平成18度より、横浜市内に在住・在勤の20歳以上の方から、神奈川県在住・在勤と対象地域を拡大。

・（ ）内は横浜市外在住・在勤の利用者数。
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 ５ 地域医療政策 

   本学は、県内唯一の公立大学附属病院を有する大学であり、市内唯一の特定機能病院でがん医療や二次救

急医療等を行う「附属病院」と、高度救命救急や周産期医療等を行う「附属市民総合医療センター（センタ

ー病院）」の２病院があるが、いずれも医療政策上での位置づけによる医療機能の充実を図るため、市や県

との密接な連携関係のもと、地域医療に貢献している。附属病院では、地域がん診療連携拠点病院、県エイ

ズ治療中核病院等の政策的医療、また災害拠点病院として災害派遣医療チーム（DMAT）活動等に取り組んで

いる。センター病院では、高度救命救急センターや精神医療センターの運営、横浜救急医療チーム（YMAT）

活動等に取り組んでいる。 

   その他の２病院の取り組みとしては、平成21年度から「周産期医療環境整備事業（人材養成環境整備）－

不足する NICU 病床の有効活用に向けて－」を実施している。本補助事業での研修によって、新生児医療現

場での処置、検査などを習得し、早産児の入院に際しての処置、人工呼吸管理、輸液、投薬などが滞りなく

出来るようになることを目標にしている。これにより、本プログラムを修了した若手医師が勤務する地域医

療機関での周産期医療体制の充実が可能となるとともに、新生児蘇生法を習得することで、「安全なお産」

が提供できる。また、女性医師の就業が促されることで、人手不足や過重労働が指摘されている周産期医療

の現場での過酷な労働条件の緩和に結びつくことが期待される。（別添資料Ｂ-１-②-④） 

   また、平成22年度から環境省プロジェクトである「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」

の取り組みに参加している。近年、子どもに対する環境リスクが増大しているのではないかとの懸念があり、

化学物質を中心とした有害物質に対する子どもの脆弱性について関心が高まっている。本学では「神奈川ユ

ニット」として、本プロジェクトに参加し、環境リスクが私たちに与える影響を明らかにするため、母親の

胎内にいる時から 13 歳に達するまで定期的に子どもたちの健康状態を確認する出生コーホート（追跡）調

査を行っている。（資料Ｂ-１-②-17） 

   医学部では「地域医療貢献推進委員会」を立ち上げ、医師紹介・市民医療講座開催（資料Ｂ-１-②-３）な

どの活動を行っている。特に、医師紹介については、体制の透明性の確保と窓口の一本化を行っている。(資

料Ｂ-１-②-14)  
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資料Ｂ-１-②-14 地域医療機関への新規医師紹介に関するシステム（概要図） 

 

 

  

 ６ 医療人材の育成 

   県内の地域医療に携わる医師不足を解消するため、医学部医学科に地域枠を設け、段階的に入学定員を30

名増員し、現在では、１学年 90名の定員となっている。90名のうち25名を地域医療枠、５名を神奈川県指

定診療科枠とし、地域医療枠は、神奈川県内の地域医療に従事する医師を、また神奈川県指定診療科枠は、

神奈川県内で特に不足している４診療科（産科・小児科・麻酔科・外科）に従事する医師をそれぞれ養成し

ている。また、看護学科においても、進路ガイダンスを行い、卒業生の市内・県内への定着を図っている。
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（資料Ｂ-１-②-15） 

   さらに、医師不足診療分野を始めとした市域、県域に貢献する医師、看護師等の医療スタッフ育成に取り

組むべく、医学部と附属病院が連携し、医学生、看護学生への病棟実習等実践的な教育の推進、研修医受入

プログラムの充実を進めている。地域医療機関に対して、院内で行うオープンカンファレンスや研修会の情

報を積極的に提供するとともに、看護師等医療スタッフ向けの研修会等の開催や、院外研修・講習会への講

師派遣など行っている。（資料Ｂ-１-②-16） 

   横浜市立大学の臨床研修制度では、高度先進医療をめざす臓器別の診療体制をとっており、基本的診療能

力を十分に修得できるようプログラムを工夫している。その１つが大学病院と協力病院を１年ずつ研修する

「たすきがけ研修」であり、協力病院は、すべて神奈川・東京の中核病院で地域に密着した医療（救急も含

む）を提供している。また、２年目の地域医療研修では、神奈川・横浜の他に沖縄、鹿児島、長崎、高知、

三重、新潟、北海道等の中小規模の病院や診療所で総合的な研修を行うこともできる。プログラムは、研修

医の希望を取り入れつつ、基本的な知識、技術、態度の習得には妥協しないことを大学病院の基本方針とし

て、さらに平成 23 年度から救急研修が大幅に改善されたことにより、１次から３次まで多様な救急患者の

診療に当たり実践力を身につけることができる。横浜市立大学附属２病院の臨床研修プログラムには各々の

病院の基本研修プログラムと、産婦人科医または小児科医を目指す各々の病院の小児科・産科プログラムが

ある。 

その他、文部科学省「がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン」事業に、東京大学を主幹校として、

横浜市立大学、東邦大学、自治医科大学が合同で申請した「がん治療のブレイクスルーを担う医療人育成」

プログラム(平成 24 年～28 年度)に採択されている。（資料Ｂ-１-②-17）本学は、この取組において、医学

研究科博士課程に新たに「先端的がん治療専門医療人養成コース」を設置し、がんのプロフェッショナルと

してさまざまな専門分野が一同に集まって根拠に基づいた有効性の高い治療方法を追及するなど、「根治」

をめざす高い意識をもち、新規薬物治療、先端放射線治療、臨床・基礎研究に精通し、最先端のがん治療技

術を提供できるような「がん医療人」を養成している。また、がんのチーム医療を推進し、後進の指導に協

力して、グローバルに活躍できるような医師の育成を目指している。 

   横浜市立大学附属病院シミュレーションセンターでは、小・中学生を対象とした「ブラックジャックセミ

ナー」を平成 20 年から開催している。当セミナーでは、テレビドラマや映画で目にする「外科手術」を本

物の手術器械を用いて、疑似体験することができ、さらに、胃内視鏡検査や心肺停止患者の救命処置などの

体験プログラムも用意している。セミナー終了後には、参加した小・中学生全員に修了証が授与され、医療

と間近に触れ合うことのできる貴重な体験セミナーとして、参加した小・中学生や保護者の方々から高い評

価を得ている。（別添資料Ｂ-１-②-⑤） 

   看護学科では横浜市教育委員会と連携し、横浜市内小・中学校を対象とした職業体験として「子どもアド

ベンチャ―」に参加、将来医療者を目指す子どもたちに心臓のしくみの勉強、AED や心電図検査などの体験

講座を提供した。 
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資料Ｂ-１-②-15 医学部医学科・看護学科の進路状況（単位：上段 人数、下段 ％） 

医学科 

卒業年度 

医学科 

卒業生数 

研修医 

希望者 

数 

研修医 

採用数 

 

市内 
県内 東京 その他 

 本学 

平成25年度 
77 75 69 30 （2） 15 17 7 

 97.4 89.6 43.5 （2.9） 21.7 24.6 10.1 

平成24年度 
62 60 57 19 （2） 21 10 7 

 96.8 91.9 33.3 （3.5） 36.8 17.5 12.3 

平成23年度 
59 59 56 23 （2） 20 9 4 

 100 94.9 41.1 （3.6） 35.7 16.1 7.1 

 

看護学科 

卒業年度 

看護学科 

卒業生数 

看護師 

希望者 

数 

看護師 

就職者 

数 

 

市内 
県内 東京 その他 

 本学 

平成25年度 
90 77 77 50 （43） 6 14 7 

 85.6 85.6 64.9 （55.8） 7.8 18.2 9.1 

平成24年度 
102 78 78 52 （47） 4 15 7 

 76.5 76.5 66.7 （60.3） 5.1 19.2 9.0 

平成23年度 
100 81 81 52 （41） 1 26 2 

 81.0 81.0 64.2 （50.6） 1.2 32.1 2.5 

 

資料Ｂ-１-②-16 地域医療人等に公開している研修・講習会等の件数 

年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

附属病院 52 59 75 82 89 

附属市民総合医療センター 64 62 65 69 66 

 

資料Ｂ-１-②-17 本学ウェブサイトアドレス 

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） http://www.yokohama-cu.ac.jp/ecochil/ 

がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン http://www.yokohama-cu.ac.jp/cancer_p/ 

 

別添資料Ｂ-１-②-① エクステンション講座「親子で楽しむ科学実験」チラシ 

別添資料Ｂ-１-②-② 取組紹介記事「バイバイ作戦 10年」 

（出典：読売新聞・平成 27年1月12日、神奈川新聞・平成27年1月27日） 

別添資料Ｂ-１-②-③ 取組に対しての感謝状「初黄・日ノ出町環境浄化推進協議会」 

別添資料Ｂ-１-②-④ 周産期医療環境整備事業 事業報告書 

別添資料Ｂ-１-②-⑤ ブラックジャックセミナーの様子 
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【分析結果とその根拠理由】 

 本学の特長を活かし、市民生活に関連のある多岐にわたる分野をテーマに、市域で広くエクステンション講座

を展開している。 

教員や学生が取り組む地域貢献活動に対しても、大学として積極的に支援を行う制度を設けたことで、地域の

課題を把握し、一層地域と関わりやすい環境を作り出すことができている。平成26年度は大学 COC事業のテーマ

に即した環境関連の課題について積極的に取り組み、教員地域貢献活動支援事業では件数においても平成25年度

の倍に増加している。 

地域医療への貢献については、市や県との連携のもと、医療政策上におけるがん医療・救急医療・災害時医療

など医療機能を充実させ、公立大学附属病院としての使命を果たしている。 

これらのことから、計画以上にすぐれた活動が実施されている。 

 

観点Ｂ－１－③： 活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して、活動の成果が上がっているか。 

 

【観点に係る状況】 

エクステンション講座の展開においては、医療、語学、教養、ビジネス講座などバリエーションに富んだ講

座を企画・実施し、講座数、延べ開催回数、受講者数が毎年増加傾向にあり、市民の関心の高さがうかがえる。

また、受講生に対するアンケートを実施し、その結果を次年度の企画立案に反映させている。 

学生が取り組む地域貢献活動においては、年度末に一般公開により成果報告会を実施し、活動に協力いただ

いた地元町内会、団体、自治体等にも参加いただいている。参加者のコメントからは「次年度もぜひ継続して

もらいたい」等の感想（資料Ｂ-１-③-１）が寄せられており、各取組に対する一定の評価を得ているものと判

断できる。また報告会はコンテスト形式になっており最優秀賞、優秀賞を授与しモチベーションを高める工夫

をしている。その他に学生の地域活動の成果事例として、神奈川産学チャレンジプログラムが挙げられる。こ

のプログラムは、（社）神奈川経済同友会が主催し、企業が抱える経営課題をテーマに、学生チームが研究し、

実践的な解決策をレポートとして提出する課題解決型研究コンペであり、平成 26年度は、３チームが最優秀賞

を、５チームが優秀賞を受賞している。また、「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例と各大学におけ

る現状調査報告」、「金沢文庫特別展への展示協力」、「金沢高校と本学学生によるアートプロジェクト」など、

本学学生が様々な形で地域貢献に取り組んでいる。（資料Ｂ-１-③-２）、これらは、本学ウェブサイト「活躍す

る市大生」に掲載されており（資料Ｂ-１-③-３）、学生の取組成果に対する満足度がうかがえる。 

教員地域貢献活動支援事業においては、大学COC事業と融合させ、環境に関する課題解決に積極的に取り組

むことにより横浜市の施策である環境未来都市・横浜の推進に大いに貢献している。（別添資料Ｂ-１-③-①） 

施設開放の点では、学術情報センター及び医学情報センターにおいて、平成 18 年から市民利用制度を開始

し広く一般に対し閲覧及び貸出サービスの提供を行っている。また、所蔵資料を活用した市民講座を実施し、

市民から特に関心が高い地方史コレクションや貴重資料等を紹介することで、学術情報センターへの関心を高

めるとともに利用促進を図っている。 

地域医療においては、地域がん診療連携拠点病院、高度救急センターの設置など、先進医療や政策的医療へ

の取組を進めているとともに、地域医療機関との連携強化により、地域の中核的医療施設として着実に成果を

挙げている。また、医療人材の育成の観点においては、看護系、薬剤系、放射線技師等について積極的に実習

の受け入れを行っている。（資料Ｂ-１-③-４）また、地域医療への貢献という観点では、地域医療機関と協定

を締結し強化を図ったほか、高度・先進医療については新たに承認を受けるなど、承認累計数において着実に

実績を伸ばし地域医療への貢献を果たしている。(資料Ｂ-１-③-５) 
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  こうした本学の取り組みが評価され、平成25年11月、日本経済新聞社産業地域研究所が実施した「全国の

大学地域貢献度ランキング」では、本学は、全国 737 大学のなかで総合 10 位にランキングされた。（資料Ｂ-

１-③-６）また、平成25年 10月、「週刊ダイヤモンド」（ダイヤモンド社）の特集記事「都道府県頼れる病院

ランキング」（医療機能と経営状態を調査したもの）において、全国1,205病院のなかで附属市民総合医療セン

ターが全国1位（２年連続）、附属病院が全国19位（神奈川県５位）にランキングされた。 

 

資料Ｂ-１-③-１ 参加者の感想 

●学生が取り組む地域貢献活動報告会での感想 

・昨年の報告会に比べ、今年はとても前進し、取組の成果がでている様子がよくわかりました。本当に学生さん

達の頑張りとポテンシャルの高さには敬服します。 

健康福祉局としてはこの活動を応援するために予算化しましたので、来年度の引き続き頑張っていただきたい

と考えています。 

無理なく、楽しく学生さん達が経験を積み、それが市民に還元できるような活動を期待しています。（自治体） 

・どの報告からもそれぞれの学生が一生懸命取り組んでいる姿が目に浮かび、市大の学生達のポテンシャルの高

さや、それを支えるスタッフの頑張りが実感できる、とても良い報告会だったと思います。 

 最優秀賞をいただいた YDC の取組については、行政側にとっても、大変ありがたい活動となっており、学生

たちの協力にはいつも感謝しているところです。（自治体） 

 

資料Ｂ-１-③-２ 地域活動の成果事例（学生の声） 

●神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例と各大学における現状調査報告 

平成 23 年２月６日（日）に神奈川県民ホールで行われた神奈川県受動喫煙防止県民フォーラム「スモークフ

リー」において、医学部医学科４年が「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例と各大学における現状調

査報告」を行いました。 

受賞者のコメント 

「社会予防医学実習の一環で行った調査を、県フォーラムという公の場で発表できたことを光栄に思います。

第二班のメンバー全員のチームワークで取り組んだ成果です。当日も応援にきてくれてありがたかったです。代

表して発表する機会を譲ってくれた彼らにも感謝したいです。調査発表では 10 分間のプレゼンテーションを行

い、多くの来場者の方に良い評価をいただくことができました。パネルディスカッションでは、行政の中枢に関

わる方々と意見交換することが出来、調査に対するフィードバックを行うことが出来ました。発表の指導をして

くださった水嶋春朔教授と、このような機会を設けてくださった神奈川県たばこ対策課の方々に深く感謝いたし

ます。」 

●金沢文庫特別展への展示協力や講座など中世日本文化の魅力を市民に伝える松本ゼミの学生たち 

平成23年10月15日（土）から 12月４日（日）まで、神奈川県立金沢文庫で開催される特別展「愛染明王」

では、松本ゼミの学生が展示の一部「日本文学にみる愛染明王の姿」を担当しています。また、11月３日（木・

祝）に行われるエクステンション講座では、市民の方に向けて、専門家とともに、学生の視点からの金沢文庫や

特別展のみどころを案内します。 

そこで、学生の皆さんにこれらの活動について、お話をうかがいました。（2011.10.29） 

展示内容とその展示をするようになったきっかけを教えてください  

「金沢文庫には鎌倉文化圏に関する貴重な資料が数多く所蔵されています。そのことをより多くの人に知って
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いただきたいという思いから今回の企画は始まりました。数ある資料の中から、今回は特別展にちなんだ「愛染

明王」を取り上げ、学生独自の視点からわかりやすく紹介したいと思います。」（抜粋） 

●金沢高校と本学学生によるアートプロジェクト 

横浜市から認定された「ハマロード・サポーター」の活動において、金沢高校と本学学生によるアートプロジ

ェクト（金沢高校と市立大学の合同プロジェクト）に横浜市長から感謝状が贈られました。 

＜ハマロード・サポーターとは＞ 

 道路の清掃活動や、花植えなどの美化活動を行い、横浜市（各区土木事務所）が、清掃用具の支給や回収した

ゴミの処分などの支援を行うことにより進めている事業です。感謝状は、日ごろから地域に愛着を持って清掃等

の活動している市民ボランティアの功績に対し贈られるものです。 

お話をうかがった本学美術部の部長さんは、感謝状を贈られたことを次のように語ってくれました。 

「この度は、感謝状をいただき本当に嬉しく思います。今から 4年前、暗くて怖いトンネルを、なんとしても

明るい通学路にしたい…という思いから始まったプロジェクトですが、まさかこのような形で評価していただけ

るなんて、先代の部員も喜んでくれると思います。絵を描き、それを維持することが、学生や地域の方々の喜び

につながるだなんて、これほど嬉しいことはありません。これを励みに、部員一同創作活動にはげみ、また今年

も、きれいで明るいトンネルにしていきたいと思います。」 

 

資料Ｂ-１-③-３ 本学ウェブサイトアドレス 

活躍する市大生 http://www.yokohama-cu.ac.jp/campuslife/active_ycu.html?m=topflash 

 

資料Ｂ-１-③-４ 病院実習の受入れ実績 

【附属病院】

699925 13 26 833 15 27

32 1 1 30

その他 17 31

0

救急救命士 1 1 30 1 3

0 0 0 0 0 0

614 13 30 758

臨床工学技士 0 0

100

理学療法士
作業療法士

9 20 577 10 21

100 3 10 100 3 10

0 0 0 0

栄養士 3 10

640

輸血検査技師 1 3 3 0 0

527 4 13 650 3 10

120 2 7 217

臨床検査技師 3 9

825

放射線技師 2 9 188 2 4

849 9 40 773 7 50薬学系 7 16

13 1,064 6,165 13 1,018 6,138

受入校数 実人数 延人数

看護系 16 760 6,168

H25

受入校数 実人数 延人数 受入校数 実人数 延人数

H23 H24
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【センター病院】

555329 12 16 438 11 14

535 4 105 472

その他 8 13

0

救急救命士 6 104 448 5 102

173 2 4 122 0 0

674 8 25 639

臨床工学技士 1 5

118

理学療法士
作業療法士

9 33 699 8 23

100 2 11 119 3 11

4 1 2 4

栄養士 3 8

400

輸血検査技師 0 0 0 1 2

210 2 4 334 3 5

86 2 6 98

臨床検査技師 2 3

663

放射線技師 0 0 0 1 2

710 6 21 597 6 16薬学系 6 23

9 299 3,612 10 451 2,850

受入校数 実人数 延人数

看護系 14 458 2,686

H25

受入校数 実人数 延人数 受入校数 実人数 延人数

H23 H24

 

 

Ｂ-１-③-５ 資料平成25年度先進医療一覧 

＜附属病院＞

1

2

3

4

5

6

7

＜センター病院＞

1

2

3

4

5

・一覧は、先進医療として承認されたものから、保険収載分を除いたもの。

平成25年7月1日

急性リンパ性白血病細胞の免疫遺伝子再構成を利用した定量的ＰＣＲ法による
骨髄微小残存病変（ＭＲＤ）量の測定

平成25年1月1日

定量的ＣＴを用いた有限要素法による骨強度予測評価 平成24年8月1日

術後ホルモン療法及びＳ－１内服投与の併用療法

医療技術名

骨髄細胞移植による血管新生療法

前眼部三次元画像解析 平成24年2月1日

平成20年12月1日

実物大臓器立体モデルによる手術支援

医療技術名

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 平成22年5月1日

多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 平成22年8月1日

承認年月日

腹腔鏡下子宮体がん根治手術
平成２5年6月1日

(平成26年4月1日保険適用)

承認年月日

実物大臓器立体モデルによる手術支援 平成23年5月1日

末梢血幹細胞による血管再生治療 平成22年1月1日

腹腔鏡下子宮体がん根治手術
平成24年4月1日

(平成26年4月1日保険適用)

平成24年4月1日
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資料Ｂ-１-③-６ 全国の大学地域貢献度ランキング 

    
出典：「日経グローカル No.232」（日本経済新聞社産業地域研究所） 

 

別添資料Ｂ-１-③-①  横浜市立大学 平成25年度COC事業報告書 （COC特別枠教員地域貢献事業報告） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 エクステンション講座については、講座数、開催回数、受講者数が増加傾向にあることで、関心の高さが 

うかがえる。すべての講座においてアンケートを実施しており、受講生の62％が「十分に満足」、27％が「ほ 

ぼ満足」と回答しており、受講生の多くが満足感を得ていることがわかる。 

 地域医療への貢献という観点では、地域医療機関と協定を締結し強化を図ったほか、高度・先進医療について

は新たに承認を受けるなど、承認累計数において着実に実績を伸ばし地域医療への貢献を果たしている。 

個々の活動において参加者の満足度はいずれも高く、着実に成果は上がっていると判断できる。 

 

 

 

 

http://www.nikkei.co.jp/rim/glweb/photo/232/zu1-big.jpg
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観点Ｂ－１－④： 改善のための取組が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

エクステンション講座については、受講生に対するアンケート結果をエクステンション委員会（別添資料Ｂ-

１-④-①）において共有し、新たな企画案、共催先などの選定に活用している。本学は市域の南部に位置してお

り、市北西部からの受講生が少ないため、積極的に市北西部で開催することにより、遠隔地に居住する受講生に

対する利便性の向上を図るとともに本学を PRするツールとしても役立てている。また、本学の地域貢献活動をま

とめた「横浜市立大学の地域貢献」を平成 22年度と平成25年度に発刊しており、本学の取組を集約して紹介す

るとともに、問い合わせ先を明確にして地域におけるニーズを受け付けている。（別添資料Ｂ-１-①-②） 

大学COC事業については、地域貢献センターがその事務局となり、大学全体で地域課題に取り組む姿勢を内外

に打ち出し、地域貢献活動に対する支援事業の拡充、拡大を図っている。事業の円滑な推進のため運営委員会を

定期的に開催し、地域貢献活動についての審査、進捗状況の共有、各種報告などを行っている。（別添資料Ｂ-１-

③-①）さらに外部評価委員会において客観的な視点から評価を受け、改善につなげている。 

また、地域貢献を含めた教育、研究分野において、教員による教育研究自己点検評価委員会が全学的に開催さ

れているほか、中期計画、年度計画の実績報告などを行い、本学の主な取組については、外部の「法人評価委員

会」による評価を毎年受けており、課題があれば共有し改善につなげる体制ができている。 

 

別添資料Ｂ-１-④-① 公立大学法人横浜市立大学エクステンション委員会規程 

別添資料Ｂ-１-①-② 横浜市立大学の地域貢献（2013年度版） 

別添資料Ｂ-１-③-①  横浜市立大学 平成25年度COC事業報告書 

 

【分析結果とその根拠理由】 

全学的に学内、学外で取組の進捗を確認し、改善の検討等につなげる体制ができている。特に地域貢献の各事

業においては、エクステンション講座や大学COC事業のように点検、見直しを的確に行う仕組みが機能している。 

 

 

（２）目的の達成状況の判断 

 本学では地域貢献を基本方針の１つに掲げ、教職員が一丸となって取組むこととして、地域課題解決の取組や

知的資源の還元、地域医療の充実、施設開放など幅広い分野で、地域貢献センターが中心となり、本学の理念を

ふまえた中期計画に基づき、地域、市民への十分な情報提供のもと、的確に実施されている。地域貢献に関わる

関係者のアンケート結果も概ね好評で、医療、経済、文化の各分野において、地域の活性化に対する貢献が十分

できていることが確認できる。 

 このことから、目的の達成状況が良好であると判断する。   

 

（３）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

・地域貢献の取組を進める上で、地域住民、企業等が本学にどのような期待、要望を持っているのかを把握し、

本学のシーズとマッチングさせる機能をもった地域貢献センターを設置している。 

・大学COC事業に採択され、地域志向の大学を目指す全学的な取組をスタートさせたことは、横浜市が設置する
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公立大学という点において存在意義をより高めるものであり評価できる。 

・地域医療においては、市域・県域への医師派遣の実績、地域がん診療連携拠点病院、高度救急センターの設置

など、先進医療や政策的医療への取組を進めており、地域医療機関との連携強化により、地域の中核的医療施

設として着実に成果を挙げている。 

 

【改善を要する点】 

  特になし 
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